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序     文 

 
フィジーに本部を置く南太平洋大学（USP=University of the South Pacific）は、1968

年に地域島嶼国 12 ヵ国より国際機関として設立されて以来 30 年にわたって遠隔教育を実

施しており、現在も学生数 9,118 名のうち 4,202 名（46%）が遠隔教育を受けています。 
従来からUSPでは郵便による通信教育に加えて短波による音声チュートリアルを交えた

教育方法を採用してきましたが、1998 年から日本がオーストラリア、ニュージーランドと

協調して実施した無償資金協力「南太平洋大学通信体系改善計画」によって、フィジー本

校（ハブ局）を中心として加盟各国にある分校（リモート 11 局）との間で衛星通信ネット

ワーク（以下 USPNet）を構築し、同時双方向の音声と画像による遠隔教育が可能になり

ました。 
我が国政府は 2000 年 7 月の沖縄サミットに先立ち、IT に関する途上国への包括的な協

力として ODA による遠隔教育導入と世界 30 ヵ所の IT 拠点設置を表明しておりました。

2001 年 4 月にこれらの拠点と USPNet との連携可能性を探るための調査が行われ、

USPNet との接続に関する基本合意が確認されました。 
上記を踏まえ、USP より USPNet の機材システムのアップグレードやコンピュータサイ

エンス分野の人材育成ニーズが表明されたことから、平成 14（2002）年 6 月に実施協議が

行われ、日本国・フィジー諸島共和国双方の責任分担や具体的な技術移転内容などについ

て最終的に合意した結果を討議議事録（R/D）及び協議議事録（ミニッツ）に取りまとめた

うえ、署名・交換を行いました。 
上述の経緯を経て、フィジー国を対象国とした「南太平洋大学遠隔教育・情報通信技術

強化プロジェクト」は、「USP の情報通信技術力の向上を通じて、より多くの学生が質の高

い教育を享受する」ことをプロジェクト目標として、2002 年 7 月から開始され、3 年間の

協力を実施しています。 
本プロジェクトは本年 6 月末をもって終了することになっていたことから、本年 2 月か

ら 3 月にかけて終了時評価調査を実施しました。本調査においては、これまでのプロジェ

クトの実績及び実施プロセスを確認し、評価 5 項目の観点から終了時評価を実施し、プロ

ジェクト終了までと終了後についての提言を行うとともに、今後のプロジェクトに役立つ

教訓を引き出す作業がなされ、これらについて協議を行い、結果をミニッツに取りまとめ、

署名・交換を行いました。本報告書はこの終了時評価調査に関する報告書です。本報告書

が関係者のみならず、広く一般の方にご覧いたいただき、ご活用されれば幸いです。 
最後に本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた両国の関係各位に対し深甚の謝意を表

するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。 
 
2005 年 4 月 
 

独立行政法人国際協力機構 

理事 松岡 和久 

 



 



南太平洋大学遠隔教育・情報通信技術強化プロジェクト 

プロジェクトサイトの位置図 
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1. USP 本校 

遠隔・フレキシブル教育（DFL）関連ビル全景 

2. USP 本校・メディアセンター 

ビデオ放送コントロール室 

3. USP 本校・コンピュータ科学 CS491 コース 

電気通信大学との衛星通信による授業 

4.  USP 本校・大学院用ラボ 

 

5. USP 本校・コンピュータ科学学科 

スモールラボ・演習風景 

6. USP 本校・メディアセンター 

音声チュートリアル室 



 



7.  USP 本校・ITS 室 

USPNet の IP 化用機材 

 
8.  USP 本校・ITS コントロールルーム 

USPNet およびアーネット回線 

9. USP 本校・体育館 

アーネット開通記念式典 

10. USP 本校・プロジェクト事務所前 

プロジェクトスタッフと評価調査団 

11. USP ウエスト（ラオトカセンター） 

センターの入ったビル 

12. USP ウエスト（ラオトカセンター） 

コンピュータラボ 



 



13. USP ウエスト（ラオトカセンター） 

ビデオ放送受講室 

14. USP ウエスト（ラオトカセンター） 

音声チュートリアル室 

15. USP ノース（ランバサセンター） 

センターの入ったビル 

16. USP ノース（ランバサセンター） 

JICA コンピュータラボ１ 

17. USP ノース（ランバサセンター） 

社会人コースラボ 

18. USP ノース 

サブサブセンターの入ったビル 



 



19. USP・エマルスキャンパス（バヌアツ） 

キャンパス入り口 

20.  USP・エマルスキャンパス（バヌアツ） 

校舎と中庭 

21. USP・エマルスキャンパス（バヌアツ） 

USPNet 地上局 

22. USP・エマルスキャンパス（バヌアツ） 

ビデオカンファレンス風景 

23. USP・エマルスキャンパス（バヌアツ） 

ラボで自習する法学部の学生 

24. USP・エマルスキャンパス（バヌアツ） 

島嶼国出身の法学部の学生 



 



25. バヌアツ外務省外観 

 

26. バヌアツ教育省での協議 

 

27. USP 本校・メディアセンター 

エマルスキャンパス（バヌアツ）とのテレビ会議 

28. USP 本校・カンファレンスルーム 

JCC 協議風景 

29. ミニッツ交換 

 

30. 合同評価関係者一同 

 

 

 



 



略 語 表 

 
略語 英語名 日本語名 

CS  Computing Science コンピュータ科学 
DFL Distance and Flexible Learning 遠隔教育 
DFLSC Distance and Flexible Learning 

Support Centre 
遠隔教育支援センター 

IT Information Technology 情報技術 
ICT Information and Communication 

Technology 
情報通信技術 

ITS Information Technology Services 情報技術サービス部 
IT R&T Information Technology Research 

And Training 
IT 調査研究 

JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 
JICA Japan International Cooperation 

Agency 
国際協力機構 

MDB Multimedia Database マルチメディアデータベース 
MaCS Mathematics and Computing 

Science 
数学・コンピュータ学科 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 
OC Operations Committee 運営委員会 
PC Personal Computer パーソナルコンピュータ 
PDM Project Design Matrix プロジェクトデザインマトリックス 
PIASDG Pacific Institute of Advanced 

Studies in Development and 
Governance 

太平洋における開発と統治に関する高等

研究所 

PTC Pacific Telecommunications Council 南太平洋テレコミュニケーション審議会 
R&D Research and Development 研究開発 
RHCE Red Hat Certified Engineer レッドハット認定技術者 
RHCT Red Hat Certified Technician レッドハット認定技能者 
R&T Research and Training 調査研究 
SSED School of Social and Economic 

Development 
社会経済開発学部 

SPAS School of Pure and Applied Science 理学部 
UEC University of 

Electro-Communications 
電気通信大学 

USP The University of the South Pacific 南太平洋大学 
VBC Video Broadcasting Course ビデオ放送コース 
- On-Campus 対面方式 
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評価調査結果要約表 
 
I. 案件の概要 
国名：フィジー（南太平洋大学加盟国は

全 12 ヵ国） 
案件名：南太平洋大学遠隔教育・情報通信技術強化プ

ロジェクト 
分野：ICT 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：社会開発部 第二グループ 

情報通信チーム 
協力金額： 約 3 億 2000 万円 

＊金額は確定値ではない 
先方関係機関：南太平洋大学（USP） 協力期間 2002 年 7 月 1 日～ 

2005 年 6 月 30 日 日本側協力機関： 電気通信大学、独立行政法人メディ

ア教育開発センター（NIME）、琉

球大学、独立行政法人情報通信研究

機構（NICT）、総務省 
 
1. 協力の背景と概要 
 フィジーに本部を置く南太平洋大学（以下 USP）は、1968 年に地域島嶼国 12 ヵ国より国際機

関として設立されて以来、郵便による通信教育に加えて短波による音声チュートリアルを交えた

教育方法を採用するなど遠隔教育を実施してきたが、1998 年から日本がオーストラリア、ニュー

ジーランドと協調して実施した無償資金協力「南太平洋大学通信体系改善計画」によって、フィ

ジー本校（ハブ局）を中心として加盟各国にある分校（リモート 11 局）との間で衛星通信ネット

ワーク（USPNet）を構築し、同時双方向の音声と画像による遠隔教育が可能になった。 
 その後、USP から USPNet のシステムの拡充やコンピュータ科学分野の人材育成ニーズが表明

されたことから、2002 年 6 月に実施協議を行い、2002 年 7 月から 3 年間の予定で「フィジー南

太平洋大学遠隔教育・情報通信技術強化プロジェクト」が開始された。本プロジェクトは、コン

ピュータ科学（CS）、遠隔教育（DFL）、IT 調査研究・研修（IT R&T）の 3 つのコンポーネント

で協力が実施されている。 
 
2. 協力内容 
（1）上位目標 
質・量ともに改善された教育を通じて、USP が人材育成の中核的役割を果たすようになる。 

（2）プロジェクト目標 
USP の情報通信技術力の向上を通じて、より多くの学生が質の高い教育を享受する。 

（3）成果 
成果１： CS コンポーネント 

より多くの学生が対面および遠隔教育により、適正な数の有能な講師による、最新で

多様な CS コースが受けられる。 
成果２： DFL コンポーネント 

より多くの遠隔地の学生が、情報通信技術の活用により、改善された DFL コースを

受けられる。 
成果３： ITR&T コンポーネント 

南太平洋地域における IT 活用状況とデジタル機器に関する研究を基に、短期モデル

研修コースを実施する。 
 

（4）投入（評価時点までの実績） 
日本側： 
長期専門家派遣 4 名 投入総額 約 3 億 2000 万円 
短期専門家派遣 のべ 27 名 機材供与 約 9,700 万円 
研修員受入 8 名 ローカルコスト 約 7,400 万円 
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相手国側： 
カウンターパート配置 49 名 運営コスト 76,290 FJ$（496 万円） 
施設・設備等 [スバ本校] プロジェクトオフィス、CS 大学院ラボ、CS ラージラボ、CS スモ

ールラボ、マルチメディアラボ、ITS ラボ、CELT ラボ、3 会議室 
 [ラオトカセンター] PC ラボ 
 [ランバサセンター] PC ラボ 
 [バヌアツ校] マルチメディアワークショップ 
 [トンガセンター] PC ラボ 
 [サモア校] PC ラボ 

II. 評価調査団の概要 
調査者 団長・総括 牧野  修 独立行政法人国際協力機構 国際協力専門員 

遠隔教育 小菅 敏夫 電気通信大学 電気通信学部 人間コミュニケーション学科

大学院情報システム学研究科 教授 
協力企画 市川 麻里 独立行政法人国際協力機構 社会開発部第二グループ 情報

通信チーム 
評価分析 駒澤牧子 （株）アースアンドヒューマンコーポレーション主任研究

員 
調査期間 2005 年 2 月 21 日～2005 年 3 月 12 日 評価種類：終了時評価 
III. 評価結果の概要 
1. 評価結果の要約 
（1）妥当性 
 情報通信技術（ICT）は、地理的不利を抱える USP 加盟国である南太平洋島嶼国 12 ヵ国にお

いて、これらを乗り越えて社会経済発展を促す上で、大きな可能性を秘めた技術であることから、

南太平洋島嶼地域における ICT 分野への期待は高まっている。また USP は南太平洋地域の最高

水準の人材開発の拠点として重要な役割を担っていることから、ICT 分野で活躍できる人材の育

成に最適な機関の一つである。他方、我が国政府の ODA 政策および JICA の本地域における援助

計画とも適合している。さらに、本プロジェクトで提供した技術・機材は、適切な技術指導を実

施すれば USP スタッフが的確に活用することが可能なレベルであった。以上より、妥当性は高い

といえる。 
 
（2）有効性 
 有効性の指標に照らし合わせると、プロジェクトによって改善された CS コースを卒業した学

生数はベースライン時より 85％増加し、目標値 50％を大幅に上回っている。これらの学生は、

プロジェクトによって整備された PC ラボを活用することができ、さらにプロジェクトによって

新しく開発された統合 e ラーニングコースや電気通信大学との遠隔授業など、ICT を活用したよ

り多様なコースを受ける機会を得ている。また DFL コースはマルチメディア教材作成環境が整備

され、これらを活用し e ラーニングコースの開発手順がほぼ確立し、2 コースがすでに開発され、

現在 2 コースを開発中である等、DFL コース開発能力が強化されている。ITR&T に関しては質

の高いプロポーザルの数は少ないものの、調査研究結果が広く発表されることにより、南太平洋

諸国にも大きなインパクトを与えており、USP の知名度を高めることに貢献している。また、CS
コンポーネントの向上が DFL コース開発の質の向上を促し、他方 DFL は CS コースに質の高い

教材を提供するようになったり、IT R&T コンポーネントが、DFL や CS の教職員に調査研究に

対する動機付けを行ったりと、各成果による相乗効果も見られる。これらの結果、USP において

より多くの学生が質の高い教育を享受するというプロジェクト目標の達成は達成されていること

から、有効性は高いといえる。 
 
（3）効率性 
 我が国から投入された機材は USP のニーズに合致しており、これらが有効活用されることによ

り、プロジェクトの成果につながっている。また、長期専門家の数は最小限にとどめ、短期専門

家によって最新の技術を適時に提供したことは、効率的であった。特に、資格取得コースの開催

のためにレッドハット社から 2 回派遣された専門家集団、電気通信大学との遠隔授業実施のため

の短期専門家等の派遣は、最新で多様な CS コースの増大に大きく寄与した。さらに、USP 側は
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管理者クラスがプロジェクトに深く関与し、オーナーシップが高かったことも効率性向上に寄与

した。加えて、無償資金協力「南太平洋大学通信体系改善計画」によって USPNet が構築されて

おりこの上に技プロが実施されたことは、効率性を押し上げる要因となった。しかし、政情不安

により 2003 年に生じたカウンターパートを含む大学職員の大幅な不足や、日本側の長期専門家

（チーフアドバイザー、DFL 専門家）の派遣に空白期間があり引継ぎが十分になされなかった点

は、効率性低下に影響を与える結果となった。 
 
（4）インパクト 
 期待された正のインパクトである上位目標は、現段階ですでに達成されている部分もあり、今

後すべて達成される可能性が高い。また、その他、CS コンポーネントにおける電気通信大学との

大学間協定による日本からの遠隔授業の実施や USP への RHCA コースの導入、ITR&T コンポー

ネントにおける大洋州地域への貢献、国際会議への発表など、大きな正のインパクトが生じてい

る。 
 
（5）自立発展性 
 我が国から移転された機材・技術は、USP 側の機材の有効活用やメンテナンスの技術の向上に

貢献した。USP 側は取得した技術によって、プロジェクト終了後も継続してプロジェクトが供与

した機材を有効に活用し、メンテナンスすることが可能であると言明している。また必要に応じ

て機材を更新することも可能であると表明している。USP が独自で維持管理および更新していく

ことは十分予想される。また USP の大学としての管理体制は確立されており、また財政状況も安

定している。さらに、主要ドナーからの経済的・技術的支援も現在のレベルで継続する見通しで

ある。これらのことから自立発展性は高いと判断される。 
 
 
2. 効果発現に貢献した要因 
（1）計画内容に関すること 

・特になし。 
（2）実施プロセスに関すること 
・USP 側の強いオーナーシップと、USP 側の多岐にわたる関係部署をとりまとめた日本人長

期専門家の調整力により、USP 側の多岐にわたる関係部署（MaCS 学科、DFL、CELT、メ

ディアセンター、ITS、図書館、バヌアツ校、ランバサセンター、ラオトカセンター等）を

調整し、1 つのプロジェクトとしてとりまとめることができた。 
・JICA の国内支援委員会の支援により、技術協力の方針に関する示唆や、長期・短期専門家の

派遣に関する人材選定や人的提供などが可能であった。 
・USP 加盟 12 ヵ国政府の安定した拠出金額が、プロジェクトのスムーズな運営に貢献した促

進要因といえる。 
 

3. 問題点および問題を惹起した要因 
（1）計画内容に関すること 
・現段階で USP の DFL の質の向上のためのもっとも大きなネックは USPNet の回線速度の遅

さである。この点は本プロジェクトの当初計画には入っておらず、運営指導調査を契機とし

て IP 化にむけた対処は実施されたが、USPNet のアップグレードに関してもう一歩積極的な

計画変更がなされていれば、協力効果がさらに増大したであろう。 
（2）実施プロセスに関すること 
・フィジー側の政変の影響によりカウンターパートがまったく不足している時期があったこと

と、日本側の長期専門家（チーフアドバイザー、DFL 専門家）の派遣に空白期間があり引継

ぎが十分になされなかったことにより、当該専門家の担当していたプロジェクト活動の一部

につき、その期間内の継続的な進捗を阻害したことは否めない。 
 

4. 結論 
 本プロジェクトは、南太平洋地域のニーズに対応し、我が国及び JICA の援助方針にも合致し

ており、加えて、拠点とした USP の当該地域での重要性、技術的レベルを見ても、妥当性は高い
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といえる。さらに、本プロジェクトのプロジェクト目標の達成度、3 つの成果の達成度も高く、

またそれぞれの成果が相乗効果を上げながらプロジェクト目標の達成に大きく貢献していること

から、有効性は高いと総括できる。効率性も比較的高いものといえるが、USPNet のアップグレ

ードの未実現、長期専門家の空白期間、カウンターパートの不足が課題となった。一方、本プロ

ジェクトは期待されていなかった正のインパクトを広く南太平洋地域に発現しており、今後 USP
の影響はさらに大きくなることが期待される。さらに、USP の自立発展性にも問題がない。当初

協力期間をもってプロジェクトを終了することが妥当である。 
 
5. 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
 結論にも記載したとおり、5 項目評価の結果は高いものであるが、効率性における課題を踏ま

え、終了時までにさらに成果を上げ、プロジェクト目標及び上位目標をより高いレベルで達成す

るために、また、プロジェクトの実施結果をプロジェクト終了後に USP において有効活用できる

ように、以下を提言する。 
 [プロジェクト終了時に向けての提言] 
・若手 CS 教員のさらなる教育機会提供のために電気通信大学の修士課程に教員（1 名）を派遣

するとともに、今後の継続した教員開発のために同大学との協力を強化する。 
・衛星回線やアーネット等のネットワークや資機材などのインフラを有効に活用して、電気通

信大学と共同した教育カリキュラムの開発を行う。 
・開発中の DFL コースを完了するとともに、e‐ラーニングコース開発ガイドラインを文書化

し、開発ガイドラインおよび DFL コース管理システムを共有化する。 
・ICT 分野の調査研究に関する教員の能力を強化する。JICA は同分野の短期専門家を派遣す

る。 
・DFL の学生の学習環境をモニタリングし改善する。 
・MDB の標準化のためのガイドラインの作成と、アクセス方法を検討する。これを目的として

JICA は短期専門家を派遣する。 
[プロジェクト終了後に関する提言（USP によって実行されるべき項目）] 
・プロジェクトが供与した機材を適切にメンテナンスする。 
・USPNet のアップグレードを早急に行うとともに、USP 加盟国の ICT 能力向上のために

USPNet をさらに活用する。 
・USP 内の調査研究グラント制度を強化し、ICT 分野の調査研究を充実する。 
・南太平洋地域全体における社会開発のために、域内の IT 産業や地域社会と連携する。 
・日本の無償資金協力によって建設が計画されている「日本・南太平洋 ICT センター」におい

て、本プロジェクトの成果を最大限に活用する。 
 
6. 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトに参考となる事柄） 
 USP 側の強いオーナーシップ、日本人長期専門家の調整力、国内支援委員会のバックアップ、

USP 加盟国の支援が効果発現に貢献した大きな要因であること、また、USPNet のアップグレー

ドの未実現が問題点および問題を惹起した主な要因であることを踏まえ、本プロジェクトより教

訓を引き出すと以下の通りである。 
・相手国実施機関におけるオーナーシップを醸成する。 
・相手国実施機関と日本の大学等の社会的リソースとの長期的な協力関係を築く。 
・ICT 分野においては短期専門家の適切な投入が効果的である。 
・域内における政府の支援と産業界の参画を得る。 
・日本国内のバックアップ体制を確立・強化する。 
・ICT 分野においては計画に柔軟性を持たせる。 
・プロジェクトを共有しコミュニケーションを強化するツールとして、積極的に PDM を活用

する。 
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第１章 終了時評価調査団の派遣 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 
南太平洋大学遠隔教育・情報通信技術強化プロジェクト（以下、本プロジェクト）は、

本年 6 月末をもって終了する予定であることから、プロジェクトデザインマトリックス

（Project Design Matrix：以下 PDM）に沿い、本プロジェクトの実績、実施プロセスを調

査し、相手側機関と合同でプロジェクト目標等の達成状況を確認するとともに、評価 5 項

目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点からプロジェクトの実施

結果を評価する。特に、①プロジェクト期間終了時の南太平洋大学（University of the South 
Pacific：以下 USP）における本プロジェクトの成果及び今後の課題、②プロジェクト期間

終了後における本プロジェクトの投入及び成果の活用、③今後の教訓として残すべきプロ

ジェクト成果の達成に貢献した事項の検討及び協議を重点的に行い、これらの結果をミニ

ッツに取りまとめ、署名・交換する。 
 

１－２ 調査団の構成 
 

本調査団は、団長をはじめとし、遠隔教育、評価分析、協力企画を担当する以下の 4 名

で構成された。 
 
氏 名 担 当 所  属 

牧野 修 団長・総括 独立行政法人国際協力機構 国際協力専門員 
小菅 敏夫 遠隔教育 電気通信大学 電気通信学部 人間コミュニケーシ

ョン学科 大学院情報システム学研究科 教授 
駒澤 牧子 評価分析 株式会社 アース アンド ヒューマン コーポレーシ

ョン 主任研究員 
市川 麻里 協力企画 独立行政法人国際協力機構 社会開発部 

第二グループ 情報通信チーム 
 

１－３ 調査日程 
 

終了時評価調査の日程は、以下のとおりである。 
 

月 日 曜

日  団長 遠隔教育 
団員 

協力企画 
団員 評価分析団員 

AM   2 月 21 日 月 
PM  成田発（FJ303 / 19:00） 

2 月 22 日 火 AM  ナンディ着（FJ303 / 6:45） 
スバへ移動（車両） 
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  PM  JICA フィジー事務所打合せ 
日本人専門家との事前打合せ 
USP と電気通信大学との間の遠隔

講義見学 
AM  USP 内施設見学 2 月 23 日 水 
PM  フィジー側評価チームとの打合せ 

Prof. Chandra 副学長代理及び 
Dr. Williams 表敬訪問 
スバ本校調査 
（日本人専門家・カウンターパー

ト・大学職員インタビュー調査） 
AM  スバ本校調査 

（カウンターパート・大学職員イン

タビュー調査） 

2 月 24 日 木 

PM  スバ本校調査 
（日本人専門家・カウンターパー

ト・大学職員インタビュー調査） 
AM  ラオトカへ移動（車両） 

ラオトカセンターDr. Singhセンタ

ー長表敬訪問 
ラオトカセンター調査 
（大学職員・学生インタビュー調

査） 

2 月 25 日 金 

PM  ラオトカセンター調査（施設見学） 
スバへ移動（車両） 

AM  資料、データ整理 2 月 26 日 土 
PM  資料、データ整理 
AM  ミニッツ案、合同評価報告書案作成 2 月 27 日 日 
PM  ミニッツ案、合同評価報告書案作成 
AM  スバ本校調査 

（カウンターパート・大学職員イン

タビュー調査） 

2 月 28 日 月 

PM 成田発（FJ303 / 19:00） ナンディへ移動（車両） 
ナンディ着（FJ303 / 6:45）  AM 
バヌアツへ移動（FJ261 09:00～09:40） 
バヌアツ事務所訪問 

3 月 1 日 火 

PM バヌアツ校調査（施設見学、大学職員インタビュー調査） 
AM バヌアツ外務省訪問 

バヌアツ教育省訪問 
バヌアツ校調査（大学職員・学生インタビュー調査） 

3 月 2 日 水 

PM バヌアツ校調査（大学職員・学生インタビュー調査） 
AM バヌアツ校調査（施設見学、大学職員インタビュー調査） 3 月 3 日 木 
PM フィジー（ナンディ）へ移動（NF074 / 18:00～20:30） 
AM スバへ移動（PC504 / 08:45～09:15） 

AARNET Inauguration に参加 
プロジェクトオフィスにおいてフィジー事務所長、事務所職員、日本人

専門家と打合せ 

3 月 4 日 金 

PM Prof. Chandra 副学長代理表敬訪問 
スバ本校調査（施設見学、専門家インタビュー調査） 
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AM ランバサへ移動（PC335 / 08:00～08:35） 
ランバサセンター調査（施設見学、大学職員・学生インタビュー調査） 

3 月 5 日 土 

PM サブサブへ移動 
サブサブ・サブセンター調査（施設見学、大学職員インタビュー調査） 
スバへ移動（PC366 / 17:15～17: 50） 

AM ミニッツ案、合同評価報告書案作成 3 月 6 日 日 
PM ミニッツ案、合同評価報告書案作成 
AM スバ本校調査（カウンターパート・大学職員インタビュー調査） 3 月 7 日 月 
PM スバ本校調査（カウンターパート・大学職員インタビュー調査） 
AM フィジー側評価チームとの協議 3 月 8 日 火 
PM フィジー教育省訪問 

ミニッツ案、合同評価報告書案修正 
AM バヌアツ校とのテレビ会議 

USPNet コントロール室施設見学 
3 月 9 日 水 

PM 評価に関するカウンターパートとの打合せ 
ミニッツ案、合同評価調査報告書修正 

AM Prof. Tarr 新副学長表敬訪問 
評価に関するカウンターパートとの打合せ 
ミニッツ案、合同評価調査報告書修正 

3 月 10 日 木 

PM JCC 開催、フィジー側評価チームとの協議 
AM ミニッツの署名・交換 3 月 11 日 金 
PM 日本大使館訪問、JICA フィジー事務所への報告 

ナンディへ移動（車両） 
AM ナンディ発（FJ302 / 10:30 発） 3 月 12 日 土 
PM 成田着（FJ302 / 17:00 着） 

 
 
１－４ 主要面談者 

 
終了時評価調査における主要面談者は、以下のとおりである。 

 
１－４－１ フィジー関係者 
【Ministry of Education】 
Mr. Ram Chandar Deputy Secretary for Education 
Ms. Alumita Taganesia CEO 

Mr. Josefa Natau Director, Technical Vocational Education and 
Training 

 
 

【Suva, USP】 
Prof. Anthony Tarr  Vice Chancellor 
Prof. Rajesh Chandra  Acting Vice Chancellor 
Dr. Esther Williams Acting Deputy Vice Chancellor 

Dr. Ian Jones Senior Quality Assurance Coordinator, 
Planning and Development Office 

CS department  
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Assoc. Prof. John Hosack Former Head of MaCS 
Dr. Jito Vanualailai Head of MaCS 
Prof. Christian Omlin Professor of CS 
Mr. Sunil Lal Asst Lecturer, CS 
Mr. Atish Chand CS lecturer 
Mr. Prakash Narayan CS lecturer 

Dr. Hing Kan Deputy head of school, Senior lecturer of 
Engineering Department of SPAS 

ITS  
Mr. Kisione Finau Director, ITS 
Mr. Kevin Maitava Chief Engineer, Communications 
Mr. Keith Moala Manager of USPNet 
Mr. Simon Greaves Programmer/Analyst 
Media Center  
Mr. Christopher Robbins Multimedia Production Specialist 
Ms. Linda Austin Resources Coordinator 
Ms. Seini Woinikesa USPNet Technician 
Mr. Nitendra Gaunader USP Video Support Technician 
DFL  
Fr. John Bonato Director, DFLSC 

Mr. Anare Tuitoga Assistant Coordinator Instructional Design and 
Development 

Mr. Valentine Hazelman Online Instructional Designer 
CELT  
Dr. Eileen Tuimaleali'ifano Director, CELT 
 
【USP Fuji Center Western（Lautoka Center）】 
Dr. Anirudh Singh Deputy Director 
Dr. Pramila Devi Center Lecturer  
Mr. Jack Maebuta Center Lecturer 
Mr. Selvin Kirpal VBC Support Persons 
Mr. Aiyaz Ali Student, DFL course 
 
【USP Fuji Center North（Labasa Center）】 
Dr. Samueka Bogitini Deputy Director 
Mr. Nawaia Bale Matia DFL Officer 
【Savusavu Learning Centre】  
Mr. Sairusi Lui Coordinator 
Ms. Vasenai Seveikau Administrator 
 
１－４－２ バヌアツ関係者 
【USP Emalus Campus, Vanuatu】 
Prof. John Lynch Pro-Vice Chancellor 
Prof. Robert Hughes Emalus Campus, Vanuatu 
Assoc. Prof. Mohammed Ahmadu School of Law,  Emalus Campus, Vanuatu 
Ms. Nettie Collins IT manager, ITS department 
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Mr. Russell Mujee Support specialist, ITS department 
Mr. Adrian Buke IT assistant, ITS department 
平井信夫 シニアボランティア 
Mr. Jean-Pieror Nirea Director of DFL 
Mr. Woilford Cibson Tutor for CS 
Ms. Patricia Mawa Tutor for CS  
Mr. Frazer Moli Student, in CS of DFL course 
Mr. Rolland Lessa Student, in CS of DFL course 
Mr. Rail Kaio Student, in CS of DFL course 
Ms. Hannah Kausiama Student, in CS of DFL course 
 
【Department of Foreign Affairs】 
Mr. Paul A. Sami Head of Asia Pacific Division  

Ms. HEnlyn Saul Senior aid management officer, Asia Pacific 
division 

Mr. Yaon Basil Japan desk officer, Asia Pacific division 
 
【Ministry of Education】 

Mr. John Niroa Director of Secondary, Technical and Further 
Education 

 
１－４－３ 日本側関係者 
飯野 建郎 特命全権大使、在フィジー日本国大使館 
池城 直 JICA フィジー事務所長 
若杉 聡 JICA フィジー事務所所員 
池 哲広 JICA バヌアツ事務所長 

黒岩 博司 プロジェクト・チーフアドバイザー／CS 担当長期

専門家 
加藤 真紀 プロジェクト・調整員／IT R&T 担当長期専門家 
プラマニク カデル博 プロジェクト・DFL 担当短期専門家 
 
 
１－５ 対象プロジェクトの概要 

 
１－５－１ プロジェクトの背景 
フィジーに本部を置く USP は、1968 年に地域島嶼国 12 ヵ国より国際機関として設立さ

れて以来 30 年にわたって遠隔教育を実施しており、現在も学生数 9,118 名のうち 4,202 名

（46%）が遠隔教育を受けている。 
従来からUSP では郵便による通信教育に加えて短波による音声チュートリアルを交えた

教育方法を採用してきたが、1998 年から日本がオーストラリア、ニュージーランドと協調

して実施した無償資金協力「南太平洋大学通信体系改善計画」によって、フィジー本校（ハ

ブ局）を中心として加盟各国にある分校（リモート 11 局）との間で衛星通信ネットワーク

（以下 USPNet）を構築し、同時双方向の音声と画像による遠隔教育が可能になった。 
我が国政府は 2000 年 7 月の沖縄サミットに先立ち、IT に関する途上国への包括的な協
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力として ODA による遠隔教育導入と世界 30 カ所の IT 拠点設置を表明している。2001 年

4 月にこれらの拠点と USPNet との連携可能性を探るための調査が行われ、USPNet との

接続に関する基本合意が確認された。また、USP からは USPNet の機材システムのアップ

グレードやコンピュータサイエンス分野の人材育成ニーズが表明されたことから、平成 14
（2002）年 6 月に実施協議を行い、平成 14（2002）年 7 月から 3 年間の予定で「南太平洋

大学遠隔教育・情報通信技術強化プロジェクト」を開始している。 
 

１－５－２ プロジェクトの内容 
本プロジェクトは、フィジー政府を 2 国間協力の対象国とし、USP を実施機関として、

PDM（付属資料 2）に示すとおり、コンピュータ科学（Computing Science：以下 CS）、
遠隔教育（Distance and Flexible Learning：以下 DFL）、IT 調査研究・研修（IT Research 
and Training：以下 IT R&T）の 3 つのコンポーネントにおいて、それぞれ活動がなされて

いる。 
CS コンポーネントでは、域内出身講師の育成、授業選択幅の拡大、より多くの地域のニ

ーズに合った授業の実施、USPNet の強化、コンピュータラボの整備等を実施している。 
DFL コンポーネントでは、遠隔教育用のマルチメディア教材を開発する人材の育成、遠

隔教育のモデルコース開発、マルチメディアデータベースの整備及び教材の登録等を実施

している。 
IT R&T コンポーネントでは、ICT に関する調査研究を実施するとともに、結果の政策へ

の活用、モデル研修コースへの利用を実施している。 
PDM に基づく、本プロジェクトの上位目標、プロジェクト目標、成果は以下のとおりで

ある。 
 

(1) 上位目標 
質・量ともに改善された教育を通じて、USP が人材育成の中核的役割を果たすように

なる。 
 

(2) プロジェクト目標 
USP の情報通信技術力の向上を通じて、より多くの学生が質の高い教育を享受する。 
 

(3) 成果 
① より多くの学生が対面及び遠隔教育により、適正な数の有能な講師による、最新で

多様な CS コースが受けられる。 
② より多くの遠隔地の学生が、情報通信技術の活用により、改善された遠隔教育コー

スを受けられる。 
③ 南太平洋地域における IT 活用とデジタル・デバイドに関する調査研究を基に、短期

モデル研修コースを実施する。 
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第２章 終了時評価の方法 
 
２－１ PDM について 

 
プロジェクトの PDM については、平成 14（2002）年 6 月の R./D 署名・交換の際に第

一版が策定され、平成 15（2003）年 5 月 18 日から 5 月 26 日にかけて実施された運営指導

調査の結果とそれまでの活動実態と今後の見通しに基づいて、PDM の修正が行われ、平成

15（2003）年 11 月 4 日に開催された合同調整委員会（JCC=Joint Coordinating Committee）
において第二版として承認された。 

今回の終了時評価においては、評価用 PDM（PDMe）としては、この第二版の PDM を

そのまま評価に使用した。使用した PDM の日本語版は、付属資料 2 のとおりである。 
 

２－２ 評価の手順 
 

JICA 事業評価ガイドラインによると、基本的な評価手順は３つの段階に分けられる。第

一段階としては、PDM に記載されている投入、活動、成果の観点からプロジェクトの達成

度を確認するとともに、実施プロセスを検証することである。次に、第二段階としては、

以下に示すとおり、妥当性、有効性、効率性、インパクト及び自立発展性の評価５項目に

沿って評価を実施する。最後に第三段階として、第一段階及び第二段階の結果に基づき、

プロジェクト期間終了後に向けた提言及び将来の類似プロジェクトのための教訓を抽出す

る。 
 
 

評価事項 評価内容 
STEP 1： 
投入及び活動実績 ①日本側で投入した専門家、本邦研修機材、現地活動費、フィジ

ー側で投入したカウンターパート、施設、予算等を確認する。 
②これまでのプロジェクトにおける活動実績を PDM に沿って

確認する。 
成果、プロジェクト目

標及び上位目標の達成

度 

①成果の達成状況を PDM の指標に沿って評価する。 
②プロジェクト目標の達成状況を PDM の指標に沿って評価す

る。 
③上位目標の達成状況を PDM の指標に沿って評価する。 

プロジェクトの実施プ

ロセス 
PO(Plan of Operation) 、 TSI(Tentative Schedule of 
Implementation）、TCP(Technical Cooperation Program)等に

基づき、実施プロセスで特に問題点がある場合には、評価を行う。 
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STEP 2： 
５項目評価 ①妥当性、②有効性、③効率性、④インパクト、⑤自立発展性の

評価 5 項目に従い、上記で得られた評価結果を取りまとめなお

す。 

STEP 3: 
提言 プロジェクト終了時までの計画及びそれに対する提言、プロジェ

クト終了後における活動に関する提言を行う。 
教訓 類似のプロジェクトに活用できるよう、本プロジェクトにおいて

学んだ教訓を取りまとめる。 
 
 
２－３ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

 
２－３－１ 主な調査項目 
(1) 実績確認と実施プロセスの把握 

① 日本・フィジー（USP）双方の投入、プロジェクトの活動実績、プロジェクトの成

果、プロジェクト目標、上位目標の具体的な達成度合いを確認する。 
② 運営・管理状況、活動状況、カウンターパートへの技術移転方法を中心にプロジェ

クト協力期間中の実施プロセスについて把握する。 
 

(2) 評価 5 項目による評価 
上記(1)で確認されたプロジェクトの実績及び実施プロセスについて、以下の 5 つの観点

（「評価 5 項目」）から評価を行う。PDM（付属資料２参照。）をもとに、評価 5 項目によ

る評価に必要な調査項目と情報入手手段を検討し、評価グリッドを作成の上、これを評価

に使用する。 
① 妥当性 
② 有効性 
③ 効率性 
④ インパクト 
⑤ 自立発展性 
 

(3) 阻害・貢献要因の総合的検証 
プロジェクト目標及び成果の達成に貢献した要因及び達成を阻害した要因を調査・分析

する。 
 

(4) 特に検討すべき事項 
① プロジェクト期間終了時の USP における本プロジェクトの成果及び今後の課題 
② これまで投入された機材、移転された技術、育成された人材、開発されたコース及

び教材、プロジェクト成果のプロジェクト期間終了後の活用方策（自立発展性と関連）
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について 
③ 今後の教訓として残すべきプロジェクト成果の達成に貢献した事項 
 

(5) 総括（結論） 
上記評価 5 項目による評価結果を受けて、プロジェクトの総合判定を行う。 
 

(6) 教訓及び提言 
① 上記結論に基づき、プロジェクト、USP 及びフィジー側政府関係者に対し、提言や

助言を行う。 
② 上記結論に基づき、実施中の他の類似プロジェクトや将来開始される予定のプロジ

ェクトの発掘・形成に参考になる事柄を取り纏める。 
 

(7) プロジェクト終了時までの投入・活動内容の確認 
プロジェクト終了時までの投入及び活動内容について、USP との間で確認を行う。 
 

２－３－２ 情報・データ収集方法 
(1) 文献資料調査 

本プロジェクトの半期報告書、活動実績報告、投入実績報告、プロジェクト計画管理諸

表、その他プロジェクトが作成した資料などから必要な情報を収集する。 
 

(2) 質問票による調査 
事前に質問票を作成の上、カウンターパート及び USP の学生あてに配布し、情報収集を

行う。 
 

(3) 直接観察 
スバ本校（Laucala Campus）、ラオトカ及びランバサの USP センター（以下ラオトカ

センター、ランバサセンター）、バヌアツにある Emalus Campus（以下バヌアツ校）の 4
か所のサイトを訪問し、施設、機材、教材、コース概要等の確認を行う。 

 
(4) インタビュー調査 

スバ本校において、長期専門家、カウンターパート、大学職員及び学生に対してインタ

ビュー調査を行う。また、ラオトカセンター及びランバサセンター、サブサブにある USP
の Sub-Center（以下サブサブセンター）及びバヌアツ校においても、大学職員及び学生に

対して、インビュー調査を実施する。 
 

２－４ フィジー側評価チームの構成 
 

フィジー側評価チームは、以下のとおりのメンバーによって構成された。 
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氏名 役職 所属 
Prof. Rajesh Chandra Acting Vice-Chancellor Management 
Dr. Esther Williams Pro Vice-Chancellor Management 
Dr. Hing Kan Deputy Head of School Senior Lecturer of 

Engineering Department, 
SPAS 

Mr. Joe Natau  Ministry of Education, 
Government of Fiji 

Dr. Ian Jones Senior Quality Assurance  
Coordinator 

Planning and Development 
Office 

Mr. Jito Vanualailai Head of Department MaCS 
Prof. Christian Omlin Professor MaCS 
Dr. John Hosack Associate Professor MaCS 
Mr. Atish Chand Lecturer MaCS 
Dr. Eileen 
Tuimaleali’ifano 

Director CELT 

Mr. Kisione Finau Director ITS 
Mr. Sam Fonua Manager of USPNet ITS 
Fr. John Bonato Director DFLSC 
Mr. Valentine 
Hazelman 

Online Instructional 
Designer 

DFLSC 
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第３章 調査結果 
 
３－１ 現地調査結果 

 
３－１－１ USP の概要 

USP の 12 の加盟国の基本統計を表３－１に示す。人口では、フィジーが最も大きく 82
万人、次いでソロモン諸島の 44 万人、さらにサモアの 17 万人となっており、いずれも小

国であることがわかる。面積は、ソロモン諸島、フィジー、バヌアツの順になっているが、

いずれも多数の島々で構成される島国である。小学校総就学率は、ソロモン諸島以外は概

ね高い。 

表３－１ USP 加盟各国の概要 
小学校総就学率（%）  

面積（km2） 人口（2002 年央 
推計値） 男性 女性 

クック諸島 237 17,900 100 100 
フィジー 18,333 823,300 110.8 109.9 
キリバス 811 86,900 76 78 
マーシャル諸島 181 53,200 78 79 
ナウル 21 11,900 96 95 
ニウエ 259 1,882 100 100 
サモア 2,935 175,000 104.2 100.7 
ソロモン諸島 28,370 439,400 41 36 
トケラウ 12 1,538 … … 
トンガ 649 101,100 90 91 
ツバル 26 10,100 87 88 
バヌアツ 12,190 199,600 113.1 121.6 
出典：『USP facts and figures』。 

12 の加盟国にある USP 施設を表３－２に示す。キャンパスと呼ばれるものは、フィジー

の本校である「ラウザラキャンパス（以下、スバ本校）」、サモアにある「アラファキャン

パス（以下、サモア校）」（農学部）、バヌアツにある「エマルスキャンパス（以下、バヌア

ツ校）」（法学部）の 3 ヵ所あり、それ以外の国には、USP センターと呼ばれる拠点施設が

ある。またフィジーにはスバ本校以外に、USPウエストと呼ばれるラオトカセンターとUSP
ノースと呼ばれるランバサセンターの 2 センターがある。したがって、センターは全部で

13 ある。 

表３－２ USP の施設 
 USP センター キャンパス 
クック諸島 1 ヵ所  
フィジー 2 ヵ所（USP ウエスト、USP ノース） ラウザラキャンパス 
キリバス 1 ヵ所  
マーシャル諸島 1 ヵ所  
ナウル 1 ヵ所  
ニウエ 1 ヵ所  
サモア 1 ヵ所 アラファキャンパス 



12 

ソロモン諸島 1 ヵ所  
トケラウ 1 ヵ所  
トンガ 1 ヵ所  
ツバル 1 ヵ所  
バヌアツ 1 ヵ所 エマルスキャンパス 
出典：『USP facts and figures』。 

USP の就学年数と取得できる資格の関係は、日本とやや異なる。その詳細を表３－３に

示す。大きな相違点は、4 年目から Post-graduate コースに入ること、修士号は、

Post-graduate Diploma を取得後、最低一年間研究を行い、論文を提出して取得できること

である。 

表３－３ 資格の定義 
就学年数 資格 

1 年卒 Certificate 
2 年卒 Diploma 
3 年卒 Degree 
4 年卒 Post-graduate Diploma 
出典：『USP facts and figures』。 

USP が現在援助を受けている主なドナーは、ニュージーランド、オーストラリア、日本

である。表３－４は、USPNet に関する援助実績である。 

表３－４ 主なドナー（USP ネット 2000） 
援助国 被援助国 

日本（一般無償） フィジー 
日本（草の根無償） マーシャル諸島、ソロモン諸島、トンガ、ツバル 
ニュージーランド（NZODA） クック諸島、ナウル、ニウエ、トケラウ 
オーストラリア（AusAID） キリバス、バヌアツ 
出典：『USPNET upgrade – The next five years』 Project Proposal 17 December 2004。 

 
３－１－２ CS コンポーネント 

プロジェクトの CS コンポーネントにかかわる状況について以下に述べる。 
 

(1) CS カリキュラム 
CS は USP のもっとも人気のあるコースで、毎年受講生が増えている。しかしながら、

これまで理論偏重の教育が行われ、社会からは実習をさらに重視した教育が望まれていた。

USP もカリキュラムの内容を改定する必要性を認めている。プロジェクトの投入は USP
の実習重視の方向性を助長しているものと思われる。 

 
(2) 教員育成 

CS は Department of Mathematics and Computing に属し、数学と一体となった学科で

あるが、CS コースの学生数が多数を占めているため、CS の教員の増強が急務となってい

る。 
CS の教員の現況は教授 1 名（スイス）、助教授 1 名（米）、シニア講師 1 名（域内）、講

師 4 名（域内、中国、米、独）、Ass. Lecturer 4 名（域内）、Tutor 7 名（域内）で、18 名
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である。技官は 2 名で域内出身者である。域内出身の教員は Ass. Lecturer と Tutor の全員

であるが、助教授及び教授クラスは外国人に頼らざる得ない状況である。 
プロジェクト目標である域内人材の教員育成のため、長期専門家による on-the-job 研修

に加え、日本での短期研修を実施している。長期には琉球大学への博士課程留学生（国費）

が 2005 年 4 月出発する予定で、さらにもう 1 名、10 月に JICA 長期研修により電気通信

大学修士課程に入学予定である。長期研修者の候補者数が少ない理由の一つとしては、域

内出身の教員候補者の層の薄さが挙げられる。 
 

(3) 教材・コース開発 
プロジェクトにより LINUX コースを開設、CS 分野の遠隔教育（DFL）4 コースの開発

を実施し、内 2 コースが遠隔授業ですでに活用されている。電気通信大学から 2004 年セメ

スター1 において、衛星通信（宇宙通信株式会社の提供する衛星通信回線を利用）により「ス

モールビジネスのためのオープンソースソフトウェアの活用」のコースが提供され、2005
年セメスター1 において、同じ衛星通信回線及びインターネットにより「インテリジェント

システム」のコースが提供され、修士課程の講義を電気通信大からの遠隔講義で補完する

ことが実現している。今後ともこのような日本からの遠隔教育は有益であるが、プロジェ

クト終了後の費用負担の問題は残る。 
 

(4) USPNet のアップグレード 
短期専門家による USPNet アップグレードの計画作りと他ドナーとの協議が行われ、IP

ルーターの機材供与によりカウンターパートの技術能力向上を図ったが、USPNet のアッ

プグレードは実現に至っていない。域内で増加しつつある学生数に対し、衛星回線を介す

るイントラネットの速度が不十分なため、教育及び研究に支障をきたしている。USP はア

ップグレードするため IP 化と帯域の拡張による対策案を策定し、その実行のために今後も

日本をはじめとするドナーの支援を求めている。 
 

(5) コンピュータラボ強化 
USP は学生の急増に備え、自力で PC を購入し、計算機ラボを充実しているが、プロジ

ェクトとしてもスバ本校の CS 計算機ラボに教育用とサーバー用に PC を供与し、応用分野

の教育・研究活性化を図っている。あわせてプロジェクトはフィジーのラオトカとランバ

サ、サモア、トンガの学習センターにそれぞれ 20 台の PC を供与し、ラボの強化を図って

いる。 
 

３－１－３ DFL コンポーネント 
より多くの遠隔地の学生が、情報通信技術の活用により、改善された DFL コースを受け

られるようにすることは、USP の最重要課題である。 
USP の学生の半数近くが DFL による教育を受けていることは、USP の建学以来の特色

である、遠隔教育を人材育成の柱としてきたことを示すものである。広大な太平洋に散在

する島嶼国地域の学生に対する教育を可能とする ICT の活用こそ本プロジェクトの重要な

課題である。 
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今回の現地調査は、フィジーにあるスバ本校、ラオトカセンター、ランバサセンター及

びその分校のサブサブセンター及びバヌアツ校を対象に行った。USPNetができるまでは、

一部衛星通信回線を使用していたものの短波無線回線を利用する遠隔教育が行われていた。

この時期においては、音声による講義やチュートリアル及びテープ、ビデオ、プリント教

材が開発され、利用されていた。コンピュータの発展に伴い CD、DVD などの利用も進み

つつある。遠隔教育の歴史と経験の中から、USP が常に新しい技術の導入を指向している

ことが、現地調査からも伺うことができた。DFL コンポーネントは USP の要請にマッチン

グした協力であり、今後のUSP の将来計画において最も期待されているものであることは、

現地でのスタッフや、学生との面接及び実際の教育実習現場から見ることができた。 
マルチメディア教材の開発は、ICT の驚異的革新のスピードの中で、如何にそれにキャ

ッチアップするかが常に課題である。USP においても、スバ本校における DFL 部門とそれ

を支援するマルチメディア部門の協力が行われている。一方センターレベルでの遠隔教育

は、スバ本校の他バヌアツ校、サモア校からの遠隔教育を受けることになり、多くの面で

それらに依存せざるを得ない。しかし、センターが遠隔教育やそのための教材開発に寄与

できる面は限られる。またフィジーのセンターは、USPNet を利用せず、電気通信事業者

の地上通信回線を利用するネットワークであるため、遠隔教育を十分に利用できる環境を

確保するまでには未だ時間を要すると思われる。 
規模が小さい法学部を主要な教育として行っているバヌアツ校においては、マルチメデ

ィア部門の規模とスタッフが小さいことから、その教材開発を USP 全体の中での開発管理

と協調できるシステムを考える必要がある。バヌアツ校は、従来から WEB ベースの教材利

用を法学部の中でしてきた。限られた資源（財政、人材等）の中で独自に学部の教育に適

切な手法を導入してきたことがその背景にはある。これは、遠隔で教育を行う上での通信

容量の制限によるところにもある。このことは、遠隔教育の ICT 導入における課題でもあ

る。 
しかし一面そうした課題に直面しながらも、遠隔教育における新しい独自の複合教材の

自主開発（CS221、CS222）により、オンラインに依存しないで、プリントや CD-ROM 等

多様なメデイアを活用するマルチメディアを CS コースのために開発していることは注目

できる。 
USP はその長期計画の中で 2010 年までに全てのコースを DFL モードで行えるようにす

るという画期的な方針を打ち出している。このことは、このコンポーネントの成果にその

将来性を託しているともいえるので、この技術協力は意義のあるものになるであろう。こ

のコンポーネントの成果については後述に譲るとして、DFL を充実させる上で最も重要な

課題である活動「１．OJT と短期/長期の日本での研修を通じて、遠隔教育のためのマルチ

メディア教材を開発する大学職員を養成する」については、日本からの短期/長期の専門家

による DFL やマルチメディア部のスタッフ、バヌアツ校のスタッフへのワークショップや

セミナーの開催などが行われ、教材開発の実践的技術移転が行われている。それと同時に、

USP のスタッフを日本の JICA 沖縄国際センターに長期派遣しマルチメディア教材開発の

技術研修を受講させているが、同スタッフは帰国後 USP のマルチメディア部門の中核とし

て教材開発にあたっている。プロジェクト終了までにさらにスタッフの日本への派遣が予

定されており、USP における DFL に関した人材育成の強化が期待できる。 
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さらに DFL 関連活動「２．実行可能なコース開発管理システムの手法を向上させる、３．

遠隔教育のモデルコースを開発する」については、前述したように、USP における人的及

び財政的に限られた環境下でいかに効率的且つ有効な資源の利活用を図るかが重要である

ことは言うまでもない。プロジェクトの前半においては、人材の不足から計画の進展が必

ずしも予定通りにはいかなかったが、後半に入り短期、長期専門家の積極的な活動展開と

カウンターパートの育成により、進展を見せていることが現地調査においても見られた。

具体的には、開発システムの標準化を目指したモデルシステムの構築化が進められている。

また、今後の DFL 用のコースウェア開発におけるスタッフ間の情報共有化を含めてコース

ウェア開発のプロセス管理システムの確立へとつながる可能性が見られる。このことは、

実績の中で述べられているように、このプロジェクトにおいて開発されまた開発予定の CS
のコースにおいて見ることができる。 
一方 DFL 関連活動「４．マルチメディア教材の集中管理データベースを開発する」につ

いては、DFL が USP の重要な機能であることから、歴史的にもコンテンツとしての教材開

発が重要視されてきたが、ICT の進展に伴い、それをサポートするハード、ソフトの整備

充実及び人材の育成が必要であることはすでに述べた。またその開発された教材のデータ

ベース化及びその一元管理がUSPの場合には特に重要である。このプロジェクトにおいて、

パソコンの高速大容量化、マルチメディア機材、ソフトウェアの整備などがなされてきた。

またオンラインでのデータベース利用を可能とするシステム構築が進行中である。このこ

とが可能になることによってスタッフは勿論学生の活用のための利便性が与えられ、また

情報の共有化を図ることで、USP 全体が歴史的に構築してきたコンテンツの一層の付加価

値がもたらされることになる。 
これらのことは、2010 年までに全てのコースを DFL 化するという USP の目標実現の第

一歩につながるものと期待される。 
 

３－１－４ IT R&T コンポーネント 
USP が人材育成の南太平洋地域における中核的役割を果たすようになることが今回のプ

ロジェクトの上位目標であり、そのことにより多くの学生が質の高い教育を享受できるよ

うになることを目指すとされている。特に IT 調査研究・研修に関する能力が向上する（社

会経済開発のための IT 活用に関する質の高い研究プロポーザルが USP に集まる。）こと、

また、研究結果が成功裏に（国際学会やジャーナルに）発表されると同時に、短期モデル

研修コースに活用され、USP の知名度を高めることが指標として挙げられた。 
およそ大学が国、地域や社会において果たす役割として、人材開発やアカデミズムとし

ての研究があげられてきた。USP も南太平洋地域の高等教育機関としての役割と同時に、

この地域における社会経済開発や共通の問題や課題に対する貢献が期待されてきた。今回

のプロジェクトでは、資金を提供する研究公募プログラムを設定し、特にこの地域の ICT
による社会経済開発へのソリューションや具体的適用に関するUSPスタッフや学生の積極

的研究開発を募集し採択決定をするとともに、このプログラムの今後の課題を検討するこ

とを実施した。このプログラムへの応募条件としては、提案内容が ICT に関連して、社会

経済開発に具体的ソリューションを与え、これが適用ができること、より学際的研究であ

ること、南太平洋地域の ICT の社会経済へのインパクトに関連するものであること、この
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地域におけるデジタル･デバイド解消への ICT 利用の政策に関するものであり同時に USP
の ICT 強化に資するものであることとされた。 

2002 年度に、このコンポーネントの活動として IT 調査研究メカニズム（公募、選考、

モニタリング、レビュー、追加支援、編集、出版、配布）が確定され、2005 年のプロジェ

クト終了までに 8 件が選考実施されてきている。こうした公募形式による調査研究プログ

ラムは、従来から USP 内において存在していたが、個人ベースの研究に偏っていた。本プ

ロジェクトの調査研究プログラムは、その目的や手法に見られるように、スタッフ、学生

ばかりでなく、学際的視点で学外からも調査研究への参加を可能とすることにより広く研

究対象が拡大し、また ICT の分野を軸にした応用も含めたものになり、広い関心をこの地

域社会に喚起した点は高く評価される。USP の学術性の向上と同時にその地域社会への貢

献で果たした点でも多くの反響をもたらしている。 
こうした調査研究の結果を、短期モデル研修コースの方針と実施に十分に活用する面に

おいては、「フィジーにおける経済成長と社会開発のための通信法と法規制に関する研究」

などに見られるように、島嶼地域における ICT 活用の政策的課題解決への視点を示し、フ

ィジー政府の情報通信政策形成に大きな影響を与えている。この研究の発展については、

2005 年 1 月にハワイで開催された太平洋電気通信協議会（PTC）において研究発表され高

く評価されている。 
また研究のひとつで「中等教育における ICT 教育」については、研究結果を総括するセ

ミナーを 2005 年 1 月にフィジーや南太平洋地域の教育者や学校関係者を集めて開催し、教

育における ICT の役割について大きな関心を喚起した。 
長期及び短期専門家の派遣により、研修やセミナー開催を通じて USP における調査研究

課題の策定やその手法及び成果の活用を含めて、このコンポーネントの目標の理解は深ま

ってきたといえる。プロジェクト終了後もこの種の調査研究やその応用が継続され、これ

が USP の学術性の向上や社会的貢献度の高まりにつながることが望まれる。 
 

３－２ プロジェクトの実績 
 

本節では、評価調査時点における投入及び活動の実績ならびに成果、プロジェクト目標、

上位目標の達成状況についてとりまとめる。 
 

３－２－１ 投入実績 
日本側及びフィジー側の主な投入実績は、以下に示したとおりである。 
 

(1) 日本側投入 
1) 専門家派遣 

2005 年 2 月末現在で、長期専門家のべ 4 名、短期専門家のべ 13 名（2002 年度 13 名、

2003 年度 9 名。2004 年度 5 名）、のべ 17 名の専門家を派遣している。なお、これまで

の専門家派遣実績については付属資料 1 の ANNEX 4 を参照のこと。 
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2) 供与機材 
3 年間で、総額 1,492,000FJ＄（約 9,700 万円）1の機材が供与された。年度別供与額

は、表３－５のとおりである。主な機材は、コンピュータラボ用 PC、教材作成用ビデオ

カメラ、コンピュータネットワーク用機材一式、ビデオ配信講義室用プロジェクター、IP
化用ルーター及び関連機材、マルチメディアラボ用機材一式などである。詳細は、付属

資料 1 の ANNEX 6 を参照のこと。 

表３－５ 機材供与 （FJ$） 
年度 2002 年 2003 年 2004 年注 合計 

（1000 円） 41,934 42,150 12,902 96,986 
（1000FJ＄） 645 648 198 1,491 
注：2004 年度分は、2005 年 2 月末までの供与額である。 
出典：JICA 資料。 
 

3) 研修員受入れ 
3 年間で計 8 名のカウンターパートを本邦研修に受け入れた。分野別の研修員受入れ実

績は、表３－６の通りである。なお、プロジェクト終了後に、長期研修員を追加受入れ

する予定である。 
 

表３－６ 本邦研修員受入れ実績 
年度 所属 期間 

2002 年 マネージメント 9 月 28 日～10 日 8 日 
 ITS 11 月 11 日～11 日 27 日 
 DFL 1 月 11 日～2003 年 6 月 1 日 
2003 年 メディアセンター 8 月 20 日～12 月 13 日 
 数学・情報通信学科（MaCS） 1 月 19 日～2 月 10 日 
 マネージメント 3 月 15 日～3 月 25 日 
2004 年 DFL 1 月 11 日～4 月 28 日 
 数学・情報通信学科（MaCS） 2 月 21 日～3 月 6 日 
合計 8 名  

出典：プロジェクト資料。 
 
4) ローカルコスト 
日本側は 3 年間（2002 年度予算額含む）で、総額 1,141,000FJ$（約 7,400 万円）を

負担した。年度別負担額は、表３－７のとおりである。 

表３－７ 現地業務費 
年度 2002 年 2003 年 2004 年注 合計 

（1000 円） 18,561 26,474 29,138 74,173 
（1000FJ＄） 286 407 448 1,141 
注：2004 年度は見積もり額。 
出典：JICA 資料。 
 
 

                                                        
1 FJ＄は、フィジードル。1FJ＄＝65 円で換算。 
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(2) フィジー側投入 
1) 人員の配置 
本プロジェクトは、スバ本校、フィジーの２センター、バヌアツ校、サモア校など関

係サイトが多岐にわたり、また活動分野も広範にわたり関係部署が多いため、当初より

通常のプロジェクトのような厳密な意味でのカウンターパートを設定することは困難で

あった。そこで、本プロジェクトでは、プロジェクト活動に対して直接的かつ継続的に

関わりがある USP 教職員をカウンターパートとして設定した。これまで関わった USP
スタッフ（以下、カウンターパートという）は 49 名である。サイト、部門別の人数は表

３－８のとおりである。なお、詳細は付属資料 1 の ANNEX 8 を参照のこと。 
 

表３－８ フィジー側プロジェクトカウンターパート配置数（2005 年 2 月末現在） 
部署 担当コンポーネント 人数* 

【フィジー・スバ本校】 
マネージメント マネージメント 3 
 調査研究 2 
数学・情報通信学科（MaCS） CS 11 
 DFL 1 
 調査研究 3 
情報技術サービス（ITS） ITS 5 
 CS 5 
メディアセンター マネージメント 1 
 DFL 3 
 調査研究 2 
社会経済開発学部（SSED） 調査研究 6 
南太平洋開発とガバナンスに関

する高度研究所（PIASDG） 
調査研究 1 

遠隔教育支援センター（DFLSC） DFL 7 
 調査研究 1 
人間学部（SOH） DFL 1 
 調査研究 1 
学習法・教授法強化センター

（CELT） 
DFL 2 

教育研究所（IOE） 調査研究 1 
 
【バヌアツ校】 DFL 4 

のべ人数 60 
注：担当分野兼任が多いため、のべ人数は 49 名よりも多くなっている。 
出典：プロジェクト資料。 

 
2) 運営コストの負担 
フィジー側により、プロジェクトに直接かかる運営コストとして総額 76,290FJ＄（約

496 万円）が負担された。内訳は表３－９のとおりである。 
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表３－９ 運営コスト （FJ$） 
プロジェクトオフィス備品・機材 7,200 
電気・水・電話・インターネット費 64,890 
その他備品（ITS へ設置） 4,200 

計 76,290  
出典：プロジェクト資料。 
 

3) 施設・設備等 
その他、プロジェクト運営・活動に関するフィジー及び USP 側の主な施設・設備等の

投入は、以下のとおりである。 
＜スバ本校＞ 
・プロジェクトオフィス 
・CS 大学院ラボ、CS ラージラボ、CS スモールラボ 
・マルチメディアラボ 
・ITS ラボ、CELT ラボ 
・3 会議室 
＜ラオトカセンター＞PC ラボ 
＜ランバサセンター＞PC ラボ 
＜バヌアツ校＞マルチメディアワークショップ 
＜トンガセンター＞PC ラボ 
＜サモア校＞PC ラボ 

 
３－２－２ 活動実績 
現在 2003 年の 11 月に改訂された PDM に沿って、活動が実施されている。これまでの

活動の実績は以下のとおりである。 
 

(1) CS コンポーネント 
活動 1-1： オンザジョブトレーニング（OJT）と短期/長期の本邦研修を通じて、USP 加盟

国の経験の少ない CS 講師を育成する。 
・ 日本における最新のオンライン教育開発の実践を学ぶために、フィジー出身の数学・

コンピュータ科学科（以下、MaCS）の学科長と、若手の準講師の 2 名を、本邦研修に招

聘した。また、長期専門家及び短期専門家によるオンザジョブトレーニング（OJT）を

実施した。 
・ また、加盟国出身の若手教員を増やすために、若手講師 1 名を文部科学省の奨学金に

て、琉球大学の博士課程に留学できるよう支援（2005 年 4 月より留学予定）している。

また、2005 年秋から JICA の長期研修員として、若手講師補 1 名を電気通信大学の修士

課程に留学できるよう支援を行う予定である。 
 

活動 1-2： スバ本校において、対面方式及び資格取得コース双方の種類を増加させる。 
・ 2002 年 9 月～10 月に、長期専門家による LINUX に関するシリーズの講義を実施し

た。 
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・ 2004 年に、CS の DFL コース（CS222、CS221）2開発に着手し、その企画・コンテ

ンツづくりに参加した。CS222 は 2004 年第 2 セメスターに授業を提供、CS221 は 2005
年第１セメスターに授業を提供している。さらに、現在 CS224 と CS332 のコースを開

発中で、2005 年第 2 セメスターから授業を提供することを目指している。 
・ 電気通信大学との連携により、衛星通信を活用した 2 つの修士レベル3の遠隔授業

（2004 年第 1 セメスターに CS493、2005 年第 1 セメスターに CS491）を提供している。 
・ CS312 の授業の一部として、2 名の短期専門家が、最新のコンテンツであるセキュリ

ティとネットワークについて講義を実施した。 
・ 短期専門家として派遣した RedHat コンサルタントと、CS と ITS の協力によって、

RedHat Certificate Engineers (RHCE)コースと RedHat Certificate Technicians 
(RHCT)コースが、2003 年と 2004 年の 2 回実施され計 30 名が参加し、6 名が RHCE 資

格を、また 2 名が RHCT の資格を得た。この成果を受け、学生向けの RedHat アカデミ

ー開設に向けて現在検討中である。 
 
活動 1-3： 実験を通じ、USPNet を強化する。 
・ 2002 年 8 月に短期専門家によって USPNet の短期・長期アップグレード計画調査を

実施した。これを受けて、USP は USPNet アップグレード計画を策定した。 
・ さらに、2003 年度に IP 用のルーターの必要数（6）4を供与した。また、2003 年 8 月

及び 2004 年 8 月～9 月に短期専門家と ITS スタッフによって、IP 用ルーターの試行試

験を実施した。 
・ 2003 年 11 月に、JICA、USP、AusAID の 3 者で、USPNet のアップグレード計画に

ついて協議を行った。 
・ 2004 年 12 月に USP より、USPNet のアップグレード詳細計画が提出され、現在、

実施に向けて検討中である。 
 
活動 1-4： 最新のソフトウェアを活用して、CS ラボを強化する。 
・ CS 学部生用の CS ラージラボ（PC34 台）、CS スモールラボ（PC16 台）に PC を整

備し、教育に必要なソフトウェアがインストールされている。現在、これらのラボはフ

ル稼働している。 
・ USP 側が自力で整備した CS 大学院ラボ（PC20 台）に、2004 年にプロジェクトによ

って 4 台の 64 ビットコンピュータが供与され、NetBSD と Fedora core 3 というオペ

レーティングシステムがインストールされた。これらのコンピュータは現在サーバーと

して活用されているが、今後はクラスターコンピュータや CG などに活用していく予定

である。 
・ 2004 年にフィジーにあるラオトカセンターとランバサセンター及びサモア校とトン

                                                        
2 MaCS 学科の授業名は CS××という表記で示される。××の部分は数字で、100 番台は 1 年生用、200 番台は

2 年生用と識別されている。本プロジェクトでは基本的に 200 番台以上のカリキュラムつくり・強化を支援することとな

っていた。 
3 USP の場合、3 年で Graduate の資格を取得し、4 年目から post-graduate 課程となる。したがって、ここでいう修士

レベルとは、日本でいう 4 年以上の学生対象のコース。 
4 USP との協議により、負担を折半することとしたため、残り 6 は USP 側が独自に調達している。 
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ガセンターにパソコンを供与し、PC ラボの整備を図った。 
 
(2) DFL コンポーネント 
活動 2-1： OJT と短期/長期の本邦研修を通じて、遠隔教育のためのマルチメディア教材を

開発する大学職員を養成する。 
・ 長期・短期専門家によって、DFL やメディアセンターのスタッフ、バヌアツ校のマル

チメディア担当スタッフに対して、各種ワークショップやセミナーを開催し、マルチメ

ディア教材開発に必要な実践的な技術を指導した。 
・ 政変によって中堅の戦力を失った時期に、若手のオンラインコース開発デザイン助手

を長期の本邦研修（JICA 沖縄国際センター）に派遣し、遠隔教育教材開発とマルチメデ

ィア教材開発に必要な技術を取得させた。帰国後、同助手はオンラインコース開発デザ

イナーに昇格し、現在同部門の中核として、勢力的にオンライン教材の開発を行ってい

る。また JICA 沖縄国際センターで講義を担当した講師（Dr.Suzuki）とネットワークが

できたことで、USP に短期専門家として招くことに発展し実施された職員研修は、大き

な反響を得ている。現在この研修内容を、職員研修用教材としてビデオ及び CD にとり

まとめ中である。 
・ また、終了時評価時点において、さらに 1 名の若手のコース開発デザイン助手を、本

邦研修（JICA 沖縄国際センター）に派遣している。 
 
活動 2-2： 実行可能なコース開発管理システムの手法を向上させる。 
・ PDM 策定時の本活動の意図は、コース開発に関わる複数の部署が工程を共有する、ま

た同時に複数の開発チームが動いている場合、その工程を一元的に管理するというハイ

レベルな管理システムの確立であった。しかし、2003 年にはフィジー政府の政変等の影

響によって、DFL のスタッフが半減し、少ないスタッフをやりくりし何とか必要数のコ

ース開発を行うという状態が続き、想定したハイレベルな管理システムを構築するのは

難しい状態であった。しかし、2004 年、プロジェクトの後押しによって、CS222 の開発

に着手した時点から、踏襲可能な開発システム（手続きの統一化）をめざし、一種のモ

デルシステムを構築しつつある。また CS221 もこのモデルシステムに沿って開発された。

2005 年 3 月現在、DFL のスタッフもほぼ充足したことから、今後コース開発が量産され

ることが予想されるが、CS222、CS221 の開発によるモデルシステムをさらに精査し、

普遍的なものとして文書化し、スタッフ間で共有することが期待されている。これが実

現すると、次に、当初目指したハイレベルな工程管理システムの確立が求められる。 
 
活動 2-3： 遠隔教育のモデルコースを開発する。 
・ CS コンポーネントの活動 2 で言及したように、MaCS 学科の教員と共同して、独自

の複合 e-ラーニングコース (Blended e-learning course)の自主開発（CS221、222）を行

った。複合 e-ラーニングコースとは、USPNet の回線容量の限界を考え、すべてをオン

ラインに依存しないで、印刷、CD-ROM など多様な媒体を活用する新しいマルチメディ

アコースである。現在、さらに 2 つの複合 e-ラーニングコース（CS224、CS332）を開

発中である。 
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・ また CS 学部では、2010 年までにすべてのコースを DFL で提供することが計画され

ており、その実現に向けて、100 番台（1 年生対象）のコースも DFL 化が進められてい

る。 
 
活動 2-4： （マルチメディア）教材の集中管理データベースを開発する。 
・ DFL 内に、マルチメディアラボ（DVD ライターを装備したパソコンを 7 台、最新の

ソフトウェアをインストール）を整備した。 
・ 長期専門家、短期専門家によって、マルチメディア教材に関する研修を多数実施して

いる。 
・ 長期専門家によって、ストリーミングメディア作成から配信までの体制を試行した。

これによって USPNet を活用した音声配信が可能なことが確認された。 
・ オンラインの教材管理データベースであるマルチメディアデータベース

（MDB=Multimedia Database）が 2003 年 1 月に構築され、これを使用するスタッフへ

の研修が実施された。 
・ 既存の UPS のマルチメディア教材、学習アイテムをデジタル化し、データベースに保

存することによって、オンラインで検索・利用が可能なシステムを構築中である。ただ

し、現在、入力されたマルチメディアデータの品質の精査を行っており、一定品質に達

したものからオンラインによる公開を行っていく予定である。また、今後ビデオ素材が

増えると、サーバーの容量不足が懸念されており、将来の活用計画を踏まえたハード整

備の検討の必要に迫られている。 
・ バヌアツ校において、2004 年 3 月に長期専門家によって、また 2005 年 3 月には短期

専門家によってマルチメディア制作ワークショップを開催し、実践的な技術を移転して

いる。 
・ その他、メディアセンター、CELT、図書館に PC とデジタルビデオカメラを供与し、

教材製作及び制作技術研修などにおおいに活用されている。 
 
(3) IT R&T コンポーネント 
活動 3-1： 調査研究と短期モデル研修コースのための手法を確立する。 
・ 2002 年 10 月までに、IT 調査研究メカニズム（公募、選考、モニタリング、ピアレビ

ュー、追加支援、編集、出版、配布）が策定され、最初のラウンドが終了した 2004 年 3
月までに、本コンポーネント実施のメカニズムが確立された。 

 
活動 3-2： ICT に関する調査研究を実施する。 
・ 初年度の研究は、パイロット研究として USP の教授とプロジェクトスタッフが共同で

実施した。 
・ 3 年間で 8 本の研究が選定され、実施された（付属資料 8 参照）。このうち 2 つは、現

在実施中である。2 つの研究の報告書がすでに公表され、多くの反響を呼んでいる。さら

に１つが、2005 年 2 月末に公表された。 
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活動 3-3： 調査研究の結果を、短期モデル研修コースの方針と実施に十分に活用する。 
・ 多くの研究が島嶼地域における ICT 活用の政策的視点を盛り込んでいる。例えば、「フ

ィジーにおける経済成長と社会開発のための通信法と法規制に関する研究」、「ソロモン

諸島における持続可能な農村開発と貧困削減のため ICT：PFNet の事例」などがある。 
・ この他、初年度の研究「中等教育における ICT 教育」は、その結果の共有と評価のた

めに 2005年 1月にフィジー及び加盟国の教育省や学校関係者を招いて公開セミナーを開

催し、中等教育政策に大きな影響を与えている。 
・ もう 1 つの研究では、2005 年 2 月に e-コマース戦略による経済効果に関するワークシ

ョップが開催された。またこの研究成果は、国際学会「南太平洋テレコミュニケーショ

ン会議」（2005 年 1 月、於ホノルル）においても報告されている。 
 
(4) プロジェクト管理 
活動 4-1： プロジェクトの計画・モニタリング・評価・報告の一貫した手法を確立する。 
・ RedHat コース、CS の DFL コース開発、IT R&T コンポーネント等、主要な活動は、

それぞれにおいて計画・モニタリング・評価・報告の一貫した手順によって実施された。

しかし、プロジェクト全体としてのメカニズムは構築されていない。 
 
活動 4-2： 合同調整委員会（JCC）と運営委員会（OC）を定期的に開催する。 
・ 毎年 11 月に合同調整委員会（Joint Coordination Committee：以下 JCC）を開催し、

当該年の活動を見直すとともに、JICA に提出する次年度活動の活動計画をとりまとめた。

JCC はこれまでに、2002 年 11 月、2003 年 11 月、2004 年 11 月、及び終了時評価時の

2005 年 3 月の計 4 回実施されている。 
・ 運営委員会（Operations Committee：以下 OC）は、ほぼ隔月（JCC が実施された月

は除く）に実施されている。 
・ JCC、OC においては、基本的にコンポーネントごとに活動の進捗が報告され、関係

者間で共有されている。また、問題点については議論が尽くされ、なんからの対策がと

られている。これらの議論は、詳細な議事録として残され、関係者に配布されている。 
 
活動 4-3： インターネットや新聞等の多様なメディアを通じた広報活動を行う。 
・ 2002 年にプロジェクトによる Web ページが立ち上げられ、大きなトピックがあるた

びに更新されている。 
・ 大きなイベント（例えば、機材授与式、加盟国対象セミナー等）開催時には、新聞、

テレビなどのメディアに情報を流し、報道してもらうよう促している。 
 
３－２－３ 成果の達成状況 
成果の達成状況を、現行の PDM における各指標をもとに確認した。ほぼ全成果について

良好な達成レベルに到達しているといえる。以下に、その各指標の達成度を詳述する。 
 

成果１：  「より多くの学生が対面及び遠隔教育により、適正な数の有能な講師による、

最新で多様な CS コースが受けられる。」の達成状況 
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指標１-１： CS コース講師の量と質が向上する。 
量的目標： USP 加盟国からの講師の数（2001 年 1 名→2005 年 3 名） 

⇨ 2005 年 3 月時点において、講師 2 名、講師補 3 名に増加している。これらに

加えて、修士課程修了または在籍中の優秀な学生 8 名をチューターとして新規

採用し、将来の講師候補として育成していく計画である。 
質的目標： 講師の学歴（2001 年は科学修士 1 名→2005 年は科学修士 2 名、PhD1 名） 

⇨ 2005 年 3 月時点において、修士卒 2 名に留まっている。ただし、活動 1-1 で

言及したように、1 名が琉球大学への博士課程の進学が決定しており、またも

う 1 名も 2005 年秋より電気通信大学の修士課程進学に向けて準備しており、

これら 2 名が無事学位を取得し、USP にもどると本目標は達成される見込みで

ある。 
 
指標１-2： フィジー本校における CS コースの量と質が向上する。 
量的目標： CS コースの数（2001 年 18 コース→2005 年 21 コース） 

⇨ 2005 年第 1 セメスターおいて、3 年生用コース 21、修士（4 年生用）コース 8
が提供されている。これらには、電気通信大学との連携による 2 つの修士レベ

ルの遠隔授業（CS493、CS491）が含まれる。 
質的目標： CS コース受講者数（2001 年 1500 名→2005 年 2200 名） 

⇨ 本数値目標は終了時評価時において、ベースラインの数字の信憑性が低いこと

が MaCS 学科から指摘され精査したところ、これらの数字は通年の受講者数で

はなく１セメスターの受講者数であることが判明した。その結果、通年のベー

スライン数値は 3,157 名で、目標値も通年で設定し 4,400 名とした。結果は、

2004 年 1 年間の実績で、3 年生までのコース受講者 5,019 名、4 年生以降コー

ス受講者 73 名で、目標値を大きくクリアしている。 
 
指標１-3： 遠隔教育（DFL）による CS コースの量と質が向上する。 
量的目標： 遠隔教育（DFL）による CS コースの数（2001 年 1 コース→2005 年 3 コース） 

⇨ プロジェクトによって、2 つの複合 e-ラーニングコースが開発され、2004 年第

1 セメスターに CS222 が、また 2005 年第１セメスターには CS221 の授業が

提供されている。また、現在 2 つのコース（CS224、CS332）を開発中であり、

プロジェクトが終了する 2005 年 6 月までには完成する予定である。この他、

DFL コースとして、複合 e-ラーニングコースの CS121 が、またビデオ放送コ

ース（CS111、CS122、CS112、CS211）が、提供されている。したがって、

現在 DFL の CS コース数は 7 コース、そのうちプロジェクトが目指した 200
番台以上のコースは 3 コースあり目標値を達成している。マルチメディアを活

用した DFL コースの数は着実に増加している。 
質的目標： 遠隔教育（DFL）による CS コースの受講者数（2001 年 273 名→2005 年 375

名） 
⇨ 2004 年第 2 セメスターから 2005 年第 1 セメスター（通年分）の DFL の CS

コース受講者数は、445 名で目標値を上回っている。その内訳は表３－１０の
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とおりである。200 番台は修士課程に匹敵するコースであり一般的に少ない。

しかし、MaCS 学科長によると、CS211、CS221 は登録システムの変更とイン

ターネットによる登録システム導入によってスバ本校以外の学生の登録が著

しく困難であったという背景があり、実際の希望者はもっと高いと予想されて

いる。 
 

表３－１０ DFL の CS コースの受講者数（人） 
CS111 CS121 CS211 CS221 CS222 計 

65 345 8 7 20 445 
出典：MaCS 学科資料。 
 
指標 1-4： コンピュータラボ（アクセスビリティ）と USPNet の改善 
質的目標： 最新のソフトウェアによる運営時間 

⇨ 以下に示すようにコンピュータラボが整備され、それぞれ列記された時間帯に

開館している。学生のニーズに合わせて夜間・土日も開放するなど開館時間が

拡大されたラボもある。例えば、社会人 DFL 学生の多いラオトカセンターや

ランバスセンターでは土曜日も開館している。 
・スバ CS ラージラボ（PC34 台） 9：00～22：00（毎日） 
・スバ CS スモールラボ（PC15 台） 9：00～22：00（月曜～金曜） 
・スバ CS 大学院ラボ（PC20 台） 14：00～21：00（毎日） 
・ラオトカセンター・ラボ（PC20 台） 8:00～16:30（月曜～金曜）、9：00
～13：00（土曜） 
・ランバスセンター・ラボ（PC20 台） 8:00～16:30（月曜～金曜）、9：00
～13：00（土曜） 
・トンガ校・ラボ（PC23 台） 9：00～17：00（毎日） 
・サモア校・ラボ（PC20 台） 9：00～17：00（毎日） 

 
量的目標： 完全に IP 化された USPNet を運営する技術者の数（2003 年 0 名→2005 年 8

名） 
⇨ 終了時評価時点では、まだ USPNet の IP 化が実施されていないため、それに

対応した技術者も配置されていない。 
 
成果 2：  「より多くの遠隔地の学生が、情報通信技術の活用により、改善された遠隔教育

（DFL）コースを受けられる。」の達成状況 
指標 2-１： 実行可能なコース開発管理システムが確立する。 
質的目標： e-ラーニングコースのためのコース開発モデルが 2004 年 2 月までに作成され

る。 
 e-ラーニングコース開発手順が 2004 年 5 月までに文書化される。 
 上記の手順を踏まえ、１つの e-ラーニングモデルコースが 2005 年 1 月までに

開発される。 
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⇨ 2003 年に e-ラーニングコース開発のために関係者が集まり議論をした結果、

開発の手順、それに必要な作業を整理した。この議論を踏まえ、CS222 コース

が開発された。CS222 の開発経験を１つのモデルとして、その後の e-ラーニン

グコース開発が実施されている。現在、これらの経験を集大成した e-ラーニン

グコース（統合 e-ラーニング）開発モデルの手順に関する文書化が、CS と DFL
のスタッフによって行われている。 

 
指標 2-2： 遠隔教育（DFL）モデルコース開発の量と質が向上する。 
量的目標： モデルコースの数（2005 年 3 コース） 

⇨ これまでに、2 つの統合 e-ラーニングコース、CS222、CS221 が開発された。

さらに、現在 CS224 と CS332 が開発中であり、プロジェクト終了までには完

成する予定である。 
質的目標： 学生と大学職員による評価 

⇨ 最初の統合 e-ラーニングコースである CS222 が、2004 年の第二セメスターに

提供され、その学生とスタッフによる評価が実施された。評価は 360 人の学生

に対するアンケート結果をもとに分析されている。その報告書によると、

CS222 で作成された教材（Web-CT,教科書、CD-Rom、講義、音声チュートリ

アル、Web サイト）に対して、ほとんどの学生が満足している様子がうかがえ

る（表３－１１）。例えば「これまでで一番よい」が一番多いのは、新しく開

発された双方向の Web を活用した教材「Web-CT」である。また「これまでで

一番よい」と「たいへん有効」を合わせた割合でみると、従来型の「教科書」

（81％）がもっとも高く、次いで「Web-CT」（74％）、「音声チュートリアル」

（64％）となっている。新しいメディアを使った教材の有効度も決して低くは

ないが、概して従来型のメディアの好感度が高い。この他、MaCS 学科が実施

した評価によると、全般的にみて、新規開発した DFL のモデルコースに対す

る学生の満足度は高い。 
 

表３－１１ 学生による CS222 教材の有効度（N＝360） 

  Web-CT 教科書 CD-Rom 講義 音声チュー 
トリアル 

Web 
サイト 

これまでで一番よい 19% 14% 6% 5% 8% 8% 
たいへん有効 54% 67% 29% 32% 56% 39% 
有効 24% 17% 53% 53% 27% 46% 
少し有効 2% 2% 8% 9% 7% 5% 
有効でない 0% 0% 4% 2% 3% 2% 

計 100% 100% 100% 100% 100% 100% 
出典：MaCS 学科評価報告書。 
 
量的目標： CS222 の合格率（2005 年に 65%＜国際基準 55%＞） 

⇨ 新規開発された CS2225の合格率（試験受験者に対する合格者の割合）は 92％

                                                        
5 CS222 は、2004 年第二セメスターしか提供されていないため、実績は 2004 年のもの。 
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で、目標を達成している。 
量的目標： CS222 の修了率（2005 年に 85%＜国際基準 75%＞） 

⇨ 新規開発された CS222 の修了率（受講者に対する試験受験者の割合、つまり

コースを最後まで受講したものの割合）は 99％で、目標を達成している。 
量的目標： CS222 の登録数 

⇨ 登録数という概念自体が、プロジェクトと USP で共有されていなかった。概

ねフルタイムで MaCS 学科を主に受講しているものという定義が妥当である

という結論に達したが、信憑性の高い数値が得られなかったため、受講者数で

みることが妥当との結論に達した。CS222 の受講者数については成果１を参照

のこと。 
量的目標： 答案返却期間（2004 年末までに平均 1 週間） 

⇨ 新規開発された完全オンラインシステムによる CS222 や法学部の宿題（クイ

ズ）の場合、インタラクティブな即答が可能である。しかし、その他の方式に

よる宿題・試験の結果の返却には相当の期間を要している。例えば MaCS 学科

が実施した CS222 の評価によると、答案返却「14 日以内」が 44％に、「2 週

間以上」が 55％、「30 日以上」も 13％いる。ラオトカ・ランバサの両センタ

ーにおけるヒアリングによると、郵送による回収・配布によって、30 日を費や

す場合もまれではないということで、何らかの改善策が求められるところであ

る。 
 
指標 2-3： 教材データベースが創設される（仮想教育環境）。 
量的目標： MDB に登録されたマルチメディア学習オブジェクトの数（2005 年 1 月までに

100） 
⇨ これまでに 80 がインデックスされ、19 がインデックスされる準備が進んでい

る。しかし、ビデオ教材に関しては、サーバーの容量不足によってまだインデ

ックスされていない。 
量的目標： MDB に登録されたアイテムの数（2005 年 1 月までに 2200） 

⇨ これまでに 2000 のアイテムがインデックスされ、プロジェクト終了までには

2200 以上がインデックスされる見込みである。 
 
成果 3：  「南太平洋地域における IT 活用状況とデジタル・デバイドに関する調査研究を

基に、短期モデル研修コースを実施する。」の達成状況 
指標 3-１： 調査研究・研修の手法が 2002 年 10 月までに確立される。 

⇨ 活動 3-3 で言及したように、2002 年 10 月までに、IT 調査研究・研究手法（公

募、選考、モニタリング、ピアレビュー、追加支援、編集、出版、配布）が策

定され、最初のラウンドが終了した 2004 年 3 月までに確立された。 
 

指標 3-2： 最初の 3 つの調査研究報告書が 2004 年 7 月までに完成する。 
⇨ 計 8 本の研究のうち、最初の論文が 2004 年 6 月に、2 本目が 2005 年 1 月に、

3 本目が 2005 年 2 月に発行された。また、現在 2 本が編集作業中であり、2005
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年 3 月末までには発行される予定である。全般的に、論文の編集・発行作業が

計画より遅れている。 
 

指標 3-3： 最初の 2 つの短期モデル研修コースが 2004 年 2 月までに開始され、2005 年 2
月までにもう 1 本が開始される。 

⇨ 調査研究の成果を活かした最初のワークショップ「小規模観光企業向けマーケ

ティングのための e-コマース戦略の経済効果」が 2004 年 2 月に開催された。2
回目のワークショップ「教育における ICT：南太平洋地域ワークショップ」が

2005 年 1 月に開催された。 
質的目標： モデル研修コースの受講者による評価 

⇨ 各ワークショップの受講者によるアンケート調査を実施しているが、報告書は

現在作成中で詳細は不明である。ただし、USP は特に第 2 回目のワークショッ

プが IT 調査研究活動の成果を活用したグッドプラクティスと高く評価してい

る。また、同ワークショップでは加盟国を含む南太平洋島嶼国の教育省関係者

を集め、ワークショップ期間中に各国におけるアクションプランを作成してお

り、南太平洋地域における教育政策に大きなインパクトを与えていることから

も、その妥当性の高さがうかがえる。 
 
３－２－４ プロジェクト目標の達成状況 
プロジェクト目標は「USP の情報通信技術力の向上を通じて、より多くの学生が質の高

い教育を享受する。」である。その指標として以下の 3 つが設定されている。 
 

指標 1： 最新の実用的な IT の知識と技術を身につけた卒業生の数が増加する（2000 年 130 
名/年→2005 年 195 名/年（50% の増加））。 

指標 2： マルチメディア技術を活用した遠隔教育（DFL）コース開発能力が向上する（遠

隔教育コース開発手法が確立し、大学職員によって開発が行われる）。 
指標 3： IT 調査研究・研修に関する能力が向上する(社会経済開発のための IT 活用に関す

る質の高い研究のプロポーザルが USP に集まる。また、研究結果が成功裏に発表

されると同時に、短期モデル研修コースに活用され、USP の周知度を高める。 
 
各指標の達成度については、有効性の節を参照のこと。 
 

３－２－５ 上位目標の達成状況 
上位目標は「質・量ともに改善された教育を通じて、USP が人材育成の中核的役割を果

たすようになる。」である。その指標として、以下の 3 つが設定されている。 
指標 1： 高等教育及び社会人教育の双方における入学応募者が増加する。 
指標 2： 卒業生に対する質の高い求人が増加する。 
指標 3： 国際会議で発表する論文数及び国際学術誌に掲載される論文数が増加する。 
以下、指標ごとに達成度を考察する。 
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指標 1： 高等教育及び社会人教育の双方における入学応募者が増加する。 
結果： USP 全体の受講者数は、2002 年の 14,324 名から 2003 年の 15,393 名に増加して

いる。対面方式の学生のレベル別受講者数は、表３－１１のようになっており、

USP の規定（概要の項目参照）で大学卒とみなされる Degree レベルが一番多い。

唯一入手できた大学院レベルの受講者数の推移をみてみると(表３－１２)、ポスト

グラデュエートの微減、修士の倍増、PhD の減少など課程によって異なり、明確

な増加傾向は確認されない。また、社会人入学の数も USP の統計にはない。しか

し、評価調査団がヒアリングした USP センターの講師・チューターや DFL コー

ス受講者によると、一般に Diploma 取得者は Degree の取得を、Degree を取得す

るとさらにPostgraduateをというようにより高い学位取得に意欲を燃やしている

学生が多いことが判明した。特に DFL コースでニーズが高いのは教職関係であっ

た。これは、より高い学位をとればより上の教職資格がとれる、待遇も上昇する

するという社会的背景によるところが大きい。加えて、12 の加盟国でサモアを除

き唯一の大学であり、さらに高度に発展した DFL コースを持ち社会人が職業と平

行して学位を取得ができるUSP は高等教育機関として高いニーズがあることが確

認された。したがって、本指標の達成度は高いものと推察される。 
 
 

表３－１２ 対面方式の学生のレベル別学生数（2003 年） 
Certificate Diploma Degree Postgraduate Master PhD 

23 198 5437 383 231 11 
出典：「USPStatistics2003」による。 

 
表３－１３ 大学院コースの受講者数 

 Post-graduate 修士 PhD 
2002 年 408 104 21 
2003 年 383 231 11 
注：ポストグラデュエートとは、大学 4 年以降コース。 
出典：2002 年分は「USP Facts and figures 2004」、2003 年分は「USPStatistics2003」による。 
 
指標 2： 卒業生に対する質の高い求人が増加する。 
結果： USP では卒業生に対する就職支援や追跡調査を実施していないので、統計的な情

報を得られなかった。また、USP 側はプロジェクトに貢献による質の高い教育が

本格的に始まったのは昨年度以降であり、その恩恵を受けた卒業生の就職先を評

価するのは時期早尚であるという認識を示している。しかし、指標 1 で言及した

ように、評価調査団のヒアリングによって、より高い学位の取得によってよりよ

い職業が得られるという背景が確認されたため、本指標に関して卒業生が増加す

ればそれだけ質の高い求人が得られる（よりよい職につける卒業生が増える）こ

とを含意している。したがって、今後さらに卒業生が増えれば、本指標の達成度

も高まるであろうと予想される。 
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指標 3： 国際会議で発表する論文数及び国際学術誌に掲載される論文数が増加する。 
結果： USP における IT 関連の調査研究に関する文化はまだ成熟していないが、プロジェ

クト活動の後押しによって国際会議で発表された論文の数は増加した。またそれ

らの活動によって、USP 内における IT 分野の調査研究の重要性の認識が増し、

2005 年度より新たな研究休暇制度（教員に対して研究に専念できるよう与えられ

る 1 年間の休暇制度）が創設された。このような USP の組織的な取り組みによっ

て、今後ますます教員の研究活動が活発化することが期待される。 
 
３－３ プロジェクトの実施プロセス 

 
本プロジェクトは、プロジェクト立ち上がりの時点では詳細な方針や投入計画などを立

てることことができず、走りながら計画を策定したところに特徴がある。プロジェクト開

始から 1 年半が経過した時点で、運営指導調査団を派遣し、後半の方針が決定され、この

議論を受けて PDM の見直しがプロジェクト側によって実施された。また、プロジェクトの

進捗に大きな影響を与えたのは、カウンターパートの配置とモニタリング体制であった。

以上のような特徴をもつ本プロジェクトの実施プロセスを、ここでは運営指導調査、カウ

ンターパートの配置、モニタリング体制の観点から概観する。 
 

(1) 運営指導調査 
2003 年 5 月に本部から職員を派遣し、運営指導調査が実施された。その結果、調査団と

USP 側との間で、�「プロジェクトを実施する上で検討事項となっていた DFL コースに係

る機材の整備、開発者の充実化、カウンターパートの確実な選定」、�「今後の重点分野と

して、Linux に関するコースである RHCE の実施、DFL コース開発の体制強化、USPNet
の IP 化のための設備投入、PDM の改訂」が確認された。その後終了時評価時点までに、

これらの検討事項・懸案事項はすべて解決されている。 
しかし、この時点で USPNet のアップグレードについて、もっと踏み込んだ検討（帯域

拡大など）がなされていれば、プロジェクト期間中に USPNet のスピードの改善が実現し、

本プロジェクトの成果をさらに大きなものにすることができたであろう。また、USP にお

ける日本のプレゼンスも格段に向上したであろう。 
 

(2) カウンターパートの配置 
本プロジェクトの負の外部要因であり、進捗の最大の阻害要因は、フィジー政府の政変

に起因する 2003 年の USP の職員の大量の離職とそれに伴うカウンターパートの不在の問

題である。特に DFLSC と MaCS 学科では教職員がほぼ半減し、カウンターパートの確保

が困難で、結果としてプロジェクト活動の進捗に大きな影響を与えた。この状況を JICA 側

でも深刻に受け止め、再三 USP 側に改善を申し入れ、前述の運営指導調査においても再度

申し入れを行った。しかし、USP 側としても不可抗力による事態であり、空きポストに関

する積極的な求人活動を行ったがなかなか適任者が見つからず状況はなかなか改善しなか

った。その後、国際的な学術ネットワークによる公募等広く人材を募集した結果、2005 年

にはシニアレベルの教職員のポストがほぼすべて埋まり、深刻な事態は解決した。しかし、
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丁度職員が激減した時期は、プロジェクト活動の佳境の時期であったことから、もしこの

ような外部条件の変化がなければ、本プロジェクトの成果はさらに大きくなっていたであ

ろうことが、元副学長をはじめ多くの USP 関係者から指摘された。 
 

(3) モニタリング体制 
本プロジェクトにおいては、プロジェクト自身によるモニタリングが比較的よく機能し

たといえる。本プロジェクトの PDM には、活動 4 として「プロジェクト運営」の項目が設

定されている。その中で、合同調整委員会（JCC）と運営委員会（OC）を定期的に開催す

ることが盛り込まれており、本プロジェクトはこれを遵守した。各関係機関が活動の進捗

を報告し、課題に対しては参加者皆で議論、解決策の検討がなされ、その結果を共有する

場として機能した。ただし、PDM の詳細（指標等）については、これらの会議で中心的議

論として取り上げられたことはない模様で、終了時評価時において何ヵ所かの指標に関し

て解釈の合意を形成しなければならない場も散見された。また、JCC や OC は詳細な議事

録が残されているが、やや詳細すぎる面があることから、これらが JICA フィジー事務所や

JICA 本部に報告されることはほとんどなく、せっかくの現場の問題意識が投入計画などを

大きく作用する意思決定層に適時に届くチャンネルがなかったことが悔やまれる。 
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第４章 評価結果 
 
４－１ 評価 5 項目による評価結果 

 
合同評価チームは評価会議及び JCC において、評価５項目による評価の議論を行った。

合意した結果は以下のとおりである。 
 

４－１－１ 妥当性 
妥当性とは、被援助国のニーズとの整合性、日本の援助事業としての妥当性を検討する

評価項目である。妥当性は高いと総括できる。その根拠を以下に示す。 
 
(1) 南太平洋島嶼地域におけるニーズとの整合性 
ICT は、資源及び産業に乏しく、地理的不利を抱える USP 加盟国である南太平洋島嶼国

12 ヵ国において、これらを乗り越えて社会経済発展を促す上で、大きな可能性を秘めた技

術である。そのため、USP の加盟国において、ICT 分野への期待はますます大きくなって

おり、ICT 分野で活躍できる人材を育成していくことは南太平洋地域におけるニーズとも

整合している。 
 
(2) USP を支援することの妥当性 
USP は、サモアのように独自に国立大学を創設した国を除いて、南太平洋島嶼国におい

て唯一の総合大学である。現在においても、USP は南太平洋島嶼国において最高水準の人

材開発の拠点として重要な役割を担っており、USP における学生数の増加は、USP の教育

機関としての安定したニーズを示唆している。そのため、南太平洋地域において、ICT 分

野で活躍できる人材育成を行うのであれば、USP は最適な機関の一つであることは間違い

ない。こうした地域におけるニーズ及び重要性の高い教育機関を支援した本プロジェクト

の妥当性は高い。 
 

(3) 日本の援助政策との整合性 
日本政府の援助政策についてみると、2000 年 7 月の「G8 九州-沖縄サミット」において、

日本の途上国支援において IT の積極活用による人材育成への支援の重要性が表明された。

このような日本政府のイニシアチブを考慮すると、本プロジェクトは日本の ODA 援助政策

とも整合しているといえる。 
 

(4) JICA の国別事業実施計画との整合性 
JICA のフィジー国に対する国別事業実施計画は教育などを通じた地方強化を重点課題

とし、サモアに対しては IT 教育による人材育成を掲げている。また JICA は、太平洋島嶼

地域協力を押し進めることを援助の方向性として打ち出している。これらの点から、本プ

ロジェクトは JICA の国別事業実施計画等に整合しているといえる。 
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(5) 技術レベルの整合性 
本プロジェクトで提供した技術・機材は、適切な技術指導を実施すれば USP スタッフが

的確に活用することが可能なレベルであった。そういう観点から、日本側が提供した技術・

機材のレベルは適切であったといえる。 
 

４－１－２ 有効性 
有効性とは、プロジェクトの実施によって期待された効果が得られたどうか、また、そ

れらは各成果の達成によってもたらされたかどうかを検討する評価項目である。 
本プロジェクトのプロジェクト目標の達成度は高く、また、成果 2 の一部に若干の課題

を残している部分があるものの 3 つの成果の達成度も高く、またそれぞれが相乗効果を上

げながらプロジェクト目標の達成に大きく貢献している。したがって有効性は高いと総括

できる。それらの具体的根拠を以下に示す。 
 

(1) プロジェクト目標の達成度 
プロジェクト目標は「USP の情報通信技術力の向上を通じて、より多くの学生が質の高

い教育を享受する」である。プロジェクトには、3 つの指標が設定されており、以下指標ご

とに達成度を考察する。 
 

指標 1： 最新の実用的な IT の知識と技術を身につけた卒業生の数が増加する（2000 年 130
名/年→2005 年 195 名/年（50%の増加））。 

結果：  表４－１にみるように、CS 及び IS を専攻した 4 年コース卒業生数は、プロジェ

クト開始年の 2002 年にすでに目標値を達成し、その後も順調に増加し、2004 年

には 85％に達している。これらの卒業生は、プロジェクトによって整備された PC
ラボを活用することができ、最新でより実用的な知識と技術を習得していると推

察される。さらにプロジェクトによって新しく開発された統合 e-ラーニングコー

スや電気通信大学との遠隔授業など、ICT を活用したより多様なコースを受ける

機会を得ており、それらの体験からも最新でより実用的な知識と技術を習得する

機会が拡大していると判断される。 
 

表４－１ CS/IS 卒業生の推移 
 ベースライン 

（2000 年） 2002 年 2003 年 2004 年 

卒業生数 130 198 213 240 
ベースラインからの

増加率 
0％ 52％ 64％ 85％ 

出典：プロジェクト統計。 
 
指標 2： マルチメディア技術を活用した遠隔教育（DFL）コース開発能力が向上する（遠

隔教育（DFL）コース開発手法が確立し、大学職員によって開発が行われる）。 
結果：  プロジェクトによって、DFL 教材作成に関するさまざまな部署におけるマルチメ

ディア教材作成のための機材が整備された。例えば、DFL のマルチメディアラボ、
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CELT のワークショップ、メディアセンター、バヌアツセンターなどに、ビデオカ

メラ、編集用 PC などの最新の機材が整備され、教材作成に活用されている。DFL
コース開発の中核である DFLSC において e-ラーニングコース開発の経験を踏ま

えて開発手順がほぼ確立され、現在、DFLSC 内及び他部署と共有するため文書化

作業が行われている。また、マルチメディアと USPNet を活用した多様な授業の

形態については、統合 e-ラーニングコースにおける Web-CT を活用した授業の開

発、その他多くのコースでビデオ放送とビデオチュートリアルや音声チュートリ

アルを組み合わせた授業が提供されている。現在、DFL コースでは、多様なマル

チメディアと既存の配信システムを最大限に活用して、多様な DFL コースを開

発・提供している。例えば、�印刷教材とビデオチュートリアルや音声チュートリ

アルの組み合わせ、�統合 e-ラーニングコース（印刷教材、Web-CT、CD-ROM の

組み合わせ）、�ビデオ放送（VBC と印刷教材）、�完全オンライン（法学部コース、

インターネット活用）などがあり、1 セメスターで約 200 コースを提供している。

この他、プロジェクトでオーディオストリーミングの技術移転を行ったことから、

今後サーバーの容量が拡大すれば、音声チュートリアルの授業内容を蓄積してい

くことが可能である。さらに、教材開発のために有用なデータベースとなりうる

マルチメディアデータベースシステムも構築され、現在マルチメディア教材やア

イテムがインデックス化され、公開数は少ないものの少しずつ公開されている。

このような成果は USP スタッフと日本人の専門家との協力によって達成された。

さらに、DFL の若手スタッフ 3 名が本邦研修に参加し、マルチメディア開発とビ

デオ制作の実践的な技術を習得し、帰国後、その習得した技術を他スタッフと共

有していることは、本コンポーネントの向上に大きく貢献している。本邦研修を

受けた若手スタッフの一人は、帰国後「オンライン教授法デザイナー（Online 
Instructional Designer）」というオンライン DFL 教材の重要な専門職に昇格し、

現在 DFL 開発の中心的存在となっており、本邦研修の成果は USP 側でも高く評

価されている。USPNet やインターネット回線のスピードが遅いという困難な条

件の中で、さまざまに工夫してコース開発をしている点は特筆に価する。なお、

Web-CT は有料であり利用における柔軟性が低いため、現在 DFL は新たにこれに

代わるオープンソースのプログラムを模索中である。現在 DFL の教材開発作業は

ほぼすべて USP スタッフによって実施されており、活動の持続性に問題はない。 
 
指標 3： IT 調査研究・研修に関する能力が向上する(社会経済開発のための IT 活用に関す

る質の高い研究のプロポーザルが USP に集まる。また、研究結果が成功裏に発表

されると同時に、短期モデル研修コースに活用され、USP の知名度を高める)。 
結果：  USP では他の分野における調査研究実績はあるが、IT 分野における調査研究実績

は少なく、かつ「社会経済開発のための IT 活用」という前提条件に合致する調査

研究を立案することは難しかったようで、なかなか USP が設定した高い審査基準

に合ったプロポーザルは出てこなかった。このような応募用件のハードルの高さ

に加えて応募数が少なかった原因として、USP の教員の授業枠の多さによる研究

に当てられる時間の限界、調査研究実績を豊富に有するシニアクラスの教員（教
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授や助教授）の不足、文献レビューをするための蔵書の不足などが指摘されてい

る。しかし、最終的に 3 年間のプロジェクト実施期間中に、社会経済開発のため

の IT 活用に関するいくつかの質の高いプロポーザルが提案・実施され、成果が公

表されている。そしてそれらの研究成果は、成果 3 の指標 3-2 で言及したように、

フィジー国内に留まらず、南太平洋諸国にも大きなインパクトを与えており、USP
の知名度を高めることに貢献している。全体として、プロジェクトでは IT 分野に

おける調査研究の機会を提供し、調査研究の手順を指導し、研究実績の少ない教

員に対して研究の動機付けを行ったということができる。プロジェクトが、USP
の ICT 関連分野における研究文化の醸成に果たした役割は大きいといえよう。 

 
(2) アンケート調査結果の分析 
本評価調査では学生（有効回答数 44）に対して、教育の質の満足度についてアンケート

調査を実施している（詳細は付属資料 6、7 を参照のこと）。CS 対面式コースを受講してい

る学生（以下 CS グループ）（表４－２）の総合的満足度は 100 点満点で 75.9 点と比較的高

い結果となっている。特に「コースの構成」（83.8 点）、「コースの多様さ」（80.6 点）など

満足が高い。一方、DFL コースを受講している学生（以下 DFL グループ）（表４－３）の

総合的満足度は 65.2 点と、CS グループよりやや低いものの、まだまだ整備が必要な環境

（視察による）を考えると及第点であるといえる。特に満足度が高いのは「内容」（80.3 点）

である。他方、満足度が特に低いのは、対面式グループでは「PC へのアクセスのしやすさ」

（51.8 点）、DFL グループでは「教員・チューターへのコンタクトのしやすさ」（59.1 点）

と「USPNet を使用したインターネットのアクセスのしやすさ」（60.3 点）であった。これ

らのことから、CS コース、DFL コースとも内容的には学生の満足度が比較的高いことが明

らかとなった。他方、PC やインターネットへのアクセスビリティや、DFL においては特

に対面式で指導を受けることができる機会の不足が課題であることが浮き彫りになった。 
 

表４－２ 学生の満足度－CS 対面式コース受講者 （N＝39） 
質問項目 満足 ほぼ 

満足 
どちら 
でもない 

満足で

ない 
無回答 得点* 

＜CS コースの内容＞ 
コースの構成 64 21 5 5 5 83.8 
理論と実践のバランス 46 38 8 3 5 78.4 
コースの多彩さ 56 21 13 3 8 80.6 
オンラインコースのアク

セスのしやすさ 
41 41 13 0 5 76.6 

教材の質 41 31 21 5 3 70.2 
＜教員・チューター＞ 
質 38 31 21 5 5 69.4 
知識・技術 49 31 13 3 5 77.5 
コンタクトのしやすさ 46 21 18 15 0 65.8 
指導法 41 33 10 8 8 72.2 
＜マルチメディア機材・設備＞ 
情報収集のためのインタ 49 15 18 15 3 66.7 
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ーネットへのアクセスの

しやすさ 
PC へのアクセスのしやす

さ 
28 23 21 26 3 51.8 

CS ラボの有用性 51 23 21 5 0 73.5 
宿題提出用の e メールの使

いやすさ 
56 26 15 3 0 78.6 

ビデオ会議の有用性 44 21 18 13 5 66.7 
＜総合的満足度＞ 41 38 10 3 8 75.9 
注：「満足」を 100 点、「ほぼ満足」を 66.6 点、「どちらでもない」を 33.3 点、「満足でにない」を 0 点と

して得点化した。－ （網掛け部分）は特に得点が高い項目、一方 （四角囲み部分）は特に得点が低い

項目。 
出典：評価団アンケート調査。 
 

表４－３ 学生の満足度－DFL コース受講者 （N＝22） 
質問項目 満足 ほぼ 

満足 
どちら 
でもな

い 

満足で

ない 
無回答 得点 

＜DFL コースの内容＞ 
内容 50 41 9 0 0 80.3 
コースの多彩さ 23 45 23 5 5 63.5 
オンラインコースのアクセ

スのしやすさ 
27 45 27 0 0 66.7 

教材の質 41 36 14 9 0 69.7 
理論と実践のバランス 27 36 23 9 5 61.9 
＜教員・チューター＞ 
質 27 41 18 14 0 60.6 
知識・技術 32 45 23 0 0 69.7 
コンタクトのしやすさ 32 18 45 5 0 59.1 
指導法 36 27 18 9 9 66.7 
＜マルチメディア機材・設備＞ 
USPNet を使用した授業・

チュートリアル 
36 36 18 5 5 69.8 

USPNet を使用したインタ

ーネットのアクセスのしや

すさ 

23 36 32 5 5 60.3 

マルチメディアを使った教

材 
23 41 18 5 14 64.9 

＜総合的満足度＞ 27 45 23 5 0 65.2 
注： 前表参照。 
出典：評価団アンケート調査。 
 

さらに、本評価調査が実施したカウンターパートに対するアンケート調査（有効回答数 18）の中

で、プロジェクト目標の達成に関する認識を「IT キャパシティの強化を通じて、より多くの学生がより

よい教育を受けるようになったか？」という問いで質問した（詳細は付属資料 4、5 を参照のこと）。そ

の結果（表４－４）、「非常にそう思う」と「ややそう思う」を合わせた“なんとか達成しただろう”という認

識の人が 83％、残りは“よく分からない”という結果である。所属別にみるとマネージメントクラスや

MaCS 学科で評価が高く、マルチメディアセンター等比較的プロジェクトへの関与が少ない部署で
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低い。このことは、プロジェクトへの関与が強いほど、プロジェクトの内容や活動を把握しているため

と推察される。 
 

表４－４ プロジェクト目標の達成度 （N=18） 
非常にそう

思う 
ややそう思う そう思わない 分からない 無回答 計 

44％ 39％ 0％ 11％ 6％ 100％ 
出典：評価団アンケート調査。 

 
これらの調査結果を総合すると、以下のようにまとめることができる。成果１の MaCS

学科教員の質の向上とプロジェクトが整備した PC ラボや衛星通信回線を用いた日本から

の講義など、新技術を活用した講義のバラエティの拡大などにより、教育の質が向上とす

るとともにコース提供量も拡大している点は貢献度が大きい。また、成果２においては、

USP の教材開発に関係する部署にマルチメディア機材を供与し開発環境を整備したこと、

日本人専門家によるマルチメディア教材制作の技術移転、また本邦研修における若手 DFL
スタッフの育成などによって、DFL のコース開発能力の全体的な底上げを達成している。

今後は、これらのマルチメディア教材を一括してデータベースとして蓄積し、USP 職員が

共有できるような制度つくりが課題である。成果 3 については調査研究の量的な拡充には

及ばなかったが、USP 内の ICT 分野における調査研究の重要性への認識が高まり、調査研

究文化が助成されたことは特筆に値し、今後の持続的な発展が期待される。 
これらの各成果の達成に加えて、成果間の相乗効果も確認された。例えば、CS コンポー

ネントの向上が DFL コース開発の質の向上を促し、他方 DFL は CS コースに質の高い教

材を提供するようになった。また IT R&T コンポーネントは、DFL や CS の教職員に調査

研究に対する動機付けを行った。また実施された調査研究の１本は DFL 教材開発の方法論

に大きな示唆を提供した。加えて USP の IT ネットワーク・機材を一元的に管理・保守す

る部署である ITS は、USPNet やインターネット回線、各種ラボの維持と向上に努めてお

り、これらの技術的支援によって、MaCS 学科や DFL コースの授業が提供できている。こ

のような成果の達成によって、総じて学生の教育の質に対する満足は高い。以上により、

プロジェクト目標は達成されており、有効性は高いということができる。 
しかしながら、学生のアンケート結果にもあるように PC や USPNet を使ったインター

ネットへのアクセスビリティについては課題である。特に USPNet の回線スピードの遅さ

がプロジェクト目標の達成レベルを低くとどめたことも事実である。評価調査団が視察し

た、ラオトカセンター、ランバサセンター、バヌアツ校などの学生や教職員の話によると、

オンラインによる教材の内容は改善されて学習意欲を高めているが、回線速度の遅さによ

って Web の 1 画面を出すのに何分もかかったり、教材のダウンロードに時間がかかりすぎ、

限られたラボ使用時間をそれのみに費やすことがあるなど、学習効果や意欲の阻害につな

がる現象が日常的に起こっているとのことである。USPNet は現在の USP の DFL の大動

脈といっても過言ではない重要な機能を有している。USPNet の改善自体について本プロ

ジェクトの当初計画には明記されていなかったことではあるが、運営指導調査以降、もっ
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と踏み込んだアップグレードの改善が検討され実現されていれば6、DFL のコースの質・量

とも格段に向上していたことが予想され、本プロジェクト目標の達成レベルを格段に押し

上げることができたと考えられ、惜しまれる。 
 

４－１－３ 効率性 
効率性とは、投入された資源量に見合った成果が達成されているか、プロジェクトが効

率的であったかどうかを検討する評価項目である。本プロジェクトに関して、効率性は比

較的高いと総括できる。その根拠は以下のとおりである。 
 

(1) 無償資金協力との連続したプログラム的協力効果 
本プロジェクトは、日本政府とオーストラリア・ニュージーランドが協調して実施した

無償資金協力「南太平洋大学通信体系改善計画」によって整備された、衛星通信ネットワ

ーク「USPNet」のより効率的な活用を目的のひとつとして実施された。本プロジェクトで

は無償資金協力による資源を有効活用した点で、効率性が高いものになったいえる。また、

無償資金協力の過程で築かれた日本と USP の信頼関係が、本プロジェクトの運営をスムー

ズにしたことも見逃せない要因である。このように無償資金協力から技術協力プロジェク

トへと連続したプログラム的協力による成果の増幅効果は大きかったといえる。このよう

な要因も、本プロジェクトの効率性を高めることとなった。 
また、現在日本政府による新たな無償資金協力である「Japan-Pacific Information and 

Communications Technology Centre（以下日本・太平洋 ICT センター）」の建設計画が進

んでおり、日本政府による連続したプログラム的な協力によって、本プロジェクトの成果

をさらに拡大することが期待されている。 
 

(2) 日本側の機材の投入 
日本側が投入した機材の種類は、ヒアリング、直接観察においても、USP 側のレベルに

合致していることが確認された。評価調査団の直接観察によると、投入された機材は日常

的な学生の授業や演習、USP スタッフの業務にフルに活用されている様子で、また USP
との協議においても機材の有効性が指摘された。さらに、入手できた USPNet のビデオ使

用時間（教育用：ビデオ放送コース、ビデオカンファレンス等、及び事務用：ビデオ会議

等）のデータ（図４－１、４－２）によると、USPNet のビデオ利用時間は年々増加傾向

にあり、特に教育用の利用割合が増えるていることがわかる。このことから、USPNet 関

連の供与機材の使用頻度も増加していることが推察される。 
 
 

                                                        
6 しかしながら、一般人がパソコンで「今年の最新機種を買っても来年になったらまた新しい OS ができて不具合が

生じてしまった」などの経験に遭遇すると同じように、USPNet の技術においても現段階の最新・最善の選択が必ず

しも来年もそうであるという保証は非常に少ない。しかも USPNet のスピードの改善には、現時点においても IP 化以

外にも、帯域幅の拡大（使用衛星回線数を増やす）、他の衛星回線に乗り換える、等の可能性があり、数年先の正

解がどれかといわれば不明なのが実態であり、プロジェクトでも明確な回答を出せないままできた。このような技術

進度の速さによる、プロジェクトデザインの難しさは関係者内で共有するだけに留まらず広く、国民への説明責任の

担保の上でも重要である。 
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図４－１ USPNet ビデオ使用時間 
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注：I は第 1 セメスター、II は第 2 セメスター。 

出典：USPNet 資料より作成。 

図４－２ USPNet ビデオ使用時間・用途別割合 
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注：左表参照。 
出典：USPNet 資料より作成。 

 
これらの結果から、機材の効率性は概ね高いと判断された。 
ただし、本プロジェクトの当初より必要視されていた USPNet のアップグレードについ

ては、プロジェクト開始当初より、調査の緊急性と機材供与の妥当性が確認され、調査及

び機材供与の両方が実施されたもののプロジェクト期間中での全面的なアップグレードに

は至らず、供与機材の範囲で可能なネットワーク IP 化の試験導入のみ行った。評価調査団

が視察したラオトカセンターやランバサセンター、バヌアツ校などで、いずれも USP 回線

の遅さによって、学生が希望する授業を受講できない実態や、学生進度の低下、それによ

る学習意欲も阻害されている実態が観察された。また DFL や ITS のスタッフからも同様の

深刻な現状が報告された。もし本プロジェクト期間中に USPNet のアップグレードが実現

できていれば、MaCS 学科の授業や DFL コースのバリエーションが拡大し、さらに多くの

学生によりよい授業を提供することができ、効率性はさらに高まったと推察される。 
 

(3) 日本人専門家の投入 
本プロジェクトでは、長期専門家はのべ 4 名と少なく、それを短期専門家によって補完

するという形をとった。ICT の先端分野においては、USP のニーズに完全に合致するよう

な人材は日本においても希少であり、またいたとしても日程調整が困難で、さらに JICA の

待遇と折り合うかどうか難しい7のが現状である。そういう ICT 分野の特殊性ゆえに、USP
側の望むような長期専門家を派遣することは困難であった。このような状況に対応するた

めに、本プロジェクトでは図４－３のように多彩な短期専門家を派遣し、移転技術の先進

性やバリエーションの担保に努めた。このように USP のニーズに即して多様な短期専門家

を派遣することができたのは、国内支援委員会のしっかりとしたサポート体制と人材ネッ

トワークによるものである。この中でも反響が大きかったのは、資格取得コースの開催の

ためにレッドハット社から 2 回派遣された専門家集団、電気通信大学との遠隔授業実施の

ための短期専門家、現在もっとも脚光を浴びニーズの高いネットワークセキュリティに関

する分野の短期専門家、マルチメディア教材開発のための実践的技術指導分野等における

                                                        
7 このような ICT の最先端の分野の専門家の場合、比較的若い（30 代）人に期待される人材が多いが、JICA の規

定はほぼ年齢に比例した処遇であり、ICT 分野の待遇形態と異なるため、JICA の専門家職が必ずしも魅力的とは

いえない。 
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短期専門家の派遣であり、これらは最新で多様な CS コースの増大に大きく寄与した。この

ような日本人専門家の投入は結果的に、プロジェクトの効率性を押し上げる結果となった。 
一方、長期専門家に関しては、チーフアドバイザーが初代と 2 代目の間に 5 ヵ月の空白

期間があり、さらに DFL 分野においても初代と 2 代目（公募による短期専門家で対応）の

間に空白期間があるなど、双方の分野で引継ぎが十分に行われていなかったことはプロジ

ェクト活動の停滞を招き、効率性にマイナスに働いた点は否めない。他方、調整員兼 IT R&T
担当専門家は、本プロジェクトの形成時から参画しプロジェクト終了まで一貫して携わっ

ており、プロジェクトの進捗管理及び推進する役割を果たした点は、効率性に寄与した点

として挙げることができる。 
 

図４－３ 日本人専門家の投入のタイミング 
年

7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7

＜長期専門家＞
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出典：プロジェクト資料より作成。 
 
(4) フィジー側の投入 
フィジー側の投入について特筆すべき点としては、USP の管理者クラスが本プロジェク

トに深く関わりオーナーシップをもって取り組んだ点が大きい。この点が本プロジェクト

の成功及び効率性の向上に寄与したもっとも重要な要因であるといえる。さらに、スバ本

校のみならず USP センターの職員も含め、USP 教職員の教育に関する熱心で柔軟な姿勢と、

安定した技術力が効率性の向上に寄与した。また、USP の安定した財政状況により、学校
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運営費や機材メンテナンス・整備費が確保されていたことは、プロジェクトをスムーズに

進行させた。 
他方、カウンターパートに関しては、2000 年におきた政情不安による影響が尾を引いた

ためか、2003 年には USP の教職員が大量に辞職し、プロジェクトとしても深刻なカウン

ターパート不足に直面した。特に CS と DFL でシニアクラスに空席が発生し、プロジェク

トの進捗に大きくブレーキをかけ、効率性を低下させる結果となった。その後、USP 側は

この空席を埋めるために様々な努力を行い2004年後半においてほぼフルスタッフが揃った

状態に復帰している。もし、2 年近いスタッフ不足の期間がなければもっと大きな成果が上

げられたであろうことが予想される。 
これらのスバ本校における状況に加えて、評価調査団が視察したバヌアツ校やラオト

カ・ランバサの両センターなどにおいて、講師補やチューターの数が不足しており、不足

をパートタイムで補っている場合も多く、学生たちが直接的に指導を受けられる機会は非

常に限られている実態を垣間見た。たとえマルチメディアを有効に活用したコースであっ

ても最終的には Face-to-face の指導の場が不可欠であり、この点において DFL の学習効果

に関して疑問が残った。DFL コースの質の向上のためには、多彩な遠隔教材の開発のみな

らず、遠隔地においても十分な講師補やチューターの確保など学習環境の改善が必要であ

ろう。 
 

４－１－４ インパクト 
インパクトとは、プロジェクト実施により間接的・波及的効果があったかどうかを検討

する評価項目である。本プロジェクトによって、すでにさまざまなインパクトが発現して

いる。それらの多彩な波及効果は以下のとおりである。 
 

(1) 上位目標の達成度 
プロジェクトの上位目標は、プロジェクト目標が達成された結果として、プロジェクト

終了後数年後に発現することが期待される開発効果である。したがって、上位目標の達成

は予想された正のインパクトとして評価される。本プロジェクトの上位目標は「質・量と

もに改善された教育を通じて、USP が人材育成の中核的役割を果たすようになる。」である。

その達成度は、3-2-5 上位目標の達成状況で詳細にみたように、現段階は明確な実証は難し

いが、今後達成される可能性は非常に高い。なぜならば、より高い資格をとるために入学

する人々は着実に増加傾向にあり、また社会人入学に関してもニーズが高いことが確認さ

れたからである。またこれらの高いニーズの背景には、USP で卒業資格を取得した人たち

は待遇改善や良好な求人がある程度保証されていることが指摘されている。さらに本プロ

ジェクトによって調査研究文化が醸成されたところであり、今後国際学会や学術誌へ発表

する論文数が増えることも期待されている。 
以上により、上位目標は今後大いに達成されていく見込みが高いといえよう。加えて USP

の自主的な努力によって、さらなる上位目標の達成、すなわち USP の教育の質やアクセス

ビリティを高め、求人市場の要請にあった質の高い卒業生を輩出することが、期待される。 
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(2) 政策レベルへのインパクト 
もっとも重要なインパクトとして、フィジー政府が本プロジェクトと関わることによっ

て ICT 分野の重要性を認識するようになった点が挙げられる。また、IT R&T 分野におい

て加盟 12 ヵ国の政府を巻き込みワークショップを実施するなどの試みによって、他の加盟

国においても同様の認識が高まりつつある。 
また、フィジーにおいては IT 調査研究の成果をもとに教育省を巻き込み、中等教育にお

ける ICT 活用を政策レベルに織り込むなど、政策レベルへのインパクトも発現している。 
 

(3) 電気通信大学との大学間協定 
本プロジェクトの遠隔教育活動を通じて、USP と電気通信大学は信頼関係を醸成し、現

在では大学間協定を結ぶまでに発展した。両者は、プロジェクト終了後、アーネット（オ

ーストラリアの学術用ブロードバンドネットワーク）を活用した遠隔教育を実施する意向

である。またこれまでは電気通信大学からのみの授業提供であったが、USP 側の教員のキ

ャパシティも拡充されたことから、今後は USP からも授業を提供したいとする意欲が USP
側から示され、さらに両者の関係が発展していくことが期待される。このような ODA を超

えた学術レベルの交流は、今後のフィジーと日本との友好関係をさらに強固なものにする

ものであり、高い正のインパクトであるといえる。 
 

(4) 世界標準の実用資格の取得 
本プロジェクトでは、MaCS 学科と ITS の協力を得て、レッドハット（RHCE／RHCT）

コースを 2 回開催した。この研修において LINUX の技術に関する世界標準の実用資格を数

名の教職員が取得した（Red Hat Certified Engineers が 6 名、Red Hat Certified 
Technician が 2 名）。本研修は、時流に沿った実用資格であることから、プロジェクトの

長期専門家がプロジェクトの現状に即して提案し、実施された。世界標準の実用資格を多

くのスタッフが得たというインパクトは学内に留まらず、フィジーの ICT 業界にも大きな

インパクトを与えた。また、今後は USP が学生向けのレッドハットアカデミーを開催する

資格を得ることが可能になるという。これが実現されると、時流に即した世界標準の実用

資格を USP が提供できることとなり、USP の付加価値がさらに上がることが予想される。 
 

(5) IT 調査研究によるさまざまな波及効果 
IT R&T コンポーネントで初年度に実施した「フィジー国の中等教育における CS 教育カ

リキュラムの評価」の成果は、2005 年 1 月にフィジー政府のみならず南太平洋諸国の教育

省関係者を招いたワークショップにおいて発表された。ここで交わされた議論によって、

中等教育における CS 教育の向上に関する重要性が喚起され、参加した USP 加盟国のいく

つかではこれをきっかけとして新たなカリキュラムが策定されつつあることが報告されて

おり、参加各国の教育政策に少なからず影響を与えたものと予想される。また、この研究

成果はホノルルで 2005 年 1 月に開催された「南太平洋テレコミュニケーション会議 2005」
においても発表された。 
もうひとつの研究「南太平洋における教育におけるマルチメディア」は南太平洋の人々

がマルチメディア教材にどのように反応しているかを調べた研究で、国内外から問い合わ
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せが続くなど大きな注目を集めている。本研究を担当したメディアセンターのスタッフは

2004 年 12 月ニューヨークにおける国連教育開発センター会議に招聘され、研究結果の発

表を行っている。 
 

４－１－５ 自立発展性 
自立発展性とは、プロジェクトの効果（プロジェクト目標、上位目標）が協力終了後も

持続していくかどうかを検討する評価項目である。本プロジェクトにおける自立発展性は

高いと総括できる。その根拠を以下に示す。 
 

(1) 運営的視点 
USP はしっかりとした大学運営組織を確立しており、南太平洋地域における高等教育機

関としての安定した位置を確保している。したがって、今後も政治的な要因など特別な外

部要因の影響を受けない限り、その運営機能は安定して持続していくものと思われる。 
 

(2) 技術的視点 
日本側が CS、DFL、IT R&T コンポーネントに移転した技術は、USP 側の機材の有効活

用やメンテナンスの技術の向上に貢献した。USP 側は取得した技術によって、プロジェク

ト終了後も継続してプロジェクトが供与した機材を有効に活用し、メンテナンスすること

が可能であると言明している。また必要に応じて機材を更新することも可能であると表明

している。さらに、これらのインフラを活用した CS コースや DFL コースの開発、質の向

上に関する活動も引き続き実施されると思われる。したがって、技術的な自立発展性にも

問題がないものと判断される。 
 

(3) 財政的視点 
1999 年以降、USP の収入は順調に増加し、収支も黒字で、利益額も増加傾向にある（表

４－５）。さらに収入源別にみると、12 加盟国政府から安定した財政支援（66～71％）を

得ている。また学生数増加による授業料収入の増加傾向が見られ、今後もこの傾向が続く

ことが予想される。したがって、USP の財政的自立発展性も高いと判断できる。 
 

表４－５ USP の財政状況の推移 
 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 

 額 
(FJ$) 

割合 
(％) 

額 
(FJ$) 

割合 
(％) 

額 
(FJ$) 

割合 
(％) 

額 
(FJ$) 

割合 
(％) 

額 
(FJ$) 

割合 
(％) 

総収入 46,902 100 49,472 100 52,093 100 55,772 100 63,298 100 
 各国政府の拠出 33,492 71 35,145 71 36,240 70 38,376 69 41,925 66 
 授業料収入 7,825 17 7,981 16 8,865 17 9,800 18 12,379 20 
 ドナー援助 3,800 8 3,982 8 4,565 9 4,777 9 4,490 7 
 その他 1,785 4 2,364 5 2,423 5 2,819 5 4,504 7 
総支出 46,855 100 48,153 100 50,788 100 54,588 100 60,533 100 
収支 47 - 1,319 - 1,305 - 1,184 - 2,765 - 

出典：USP 資料より作成。 
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(4) ドナーの支援 
USP は過去 5 年間をみても、主要ドナー（オーストラリア、ニュージーランド、EU、日

本等）から、収入の 7～9％にあたる財政支援を得ている（表４－５）。これら財政的支援に

加えて、USPNet の創設、アップグレード、アーネットの開設など USP の重要なインフラ

整備のための技術的支援も受けている。このような主要ドナーの支援は今後も維持される

ものと予想される。したがって、USP の運営体制も現在の水準を維持できるものと予想さ

れる。 
 

４－２ 促進・阻害要因の総合的検証 
 

評価５項目の発現に影響した促進・阻害要因を総合的に検証すると、以下のように整理

される。 
 

４－２－１ 促進要因 
(1) USP 側の強いオーナーシップと日本人長期専門家の調整力 
促進要因としては、USP 側の強いオーナーシップがまず挙げられる。特に USP 首脳陣と

長期専門家が直接的に技術移転しているカウンターパートにおいてその傾向が強い。さら

に、USP 側の多岐にわたる関係部署（MaCS 学科、DFL、CELT、メディアセンター、ITS、
図書館、バヌアツ校、ランバサセンター、ラオトカセンター等）を調整し、1 つのプロジェ

クトととしてとりまとめることができたのは日本人長期専門家の調整力によるところが大

きい。この 2 点については、カウンターパートに対するアンケート調査の中のコメントで

も言及があり、合同評価チームの認識と同一であった。 
 

(2) JICA の国内支援委員会をはじめとする支援体制 
カウンターパートに対するアンケート調査でも言及があったが、JICA の強い支援体制も

大きな促進要因であった。その中でも国内支援委員会の役割は大きかった。同委員会は電

気通信大学をはじめ独立行政法人メディア教育開発センター（NIME）、琉球大学、独立行

政法人情報通信研究機構（NICT）、総務省等の関係者より構成され、技術協力の方針に関

する示唆や、長期・短期専門家の派遣に関する人材選定や人的提供など、さまざまな支援

を行った。このような国内における技術的・人的バックアップ体制の存在が、大きな促進

要因となっている。また、JICA 本部と現地事務所は常に連携しながら、プロジェクトへの

支援を惜しまなかった点も見逃せない促進要因であろう。 
 

(3) USP 加盟 12 ヵ国の支援 
USP 側によると USP 加盟 12 ヵ国による安定した USP に対する支援がなければ、本プ

ロジェクトの成功もありえなかったという。サモアをのぞき総合大学を持たない島嶼諸国

において、高等教育提供機関である USP の役割は重要であり、各国政府の安定した拠出金

額にもその認識が現れているといえる。この点もプロジェクトのスムーズな運営に貢献し

た促進要因といえる。 
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４－２－２ 阻害要因 
(1) カウンターパートと日本人専門家の空白期間 
効率性のところで言及したように、効率性を低下させた阻害要因として、フィジー側の

政変の影響によるカウンターパートがまったく不足している時期があったこと、日本側の

長期専門家（チーフアドバイザー、DFL 専門家）の派遣に空白期間があり、当該専門家の

担当していたプロジェクト活動の一部につき、その期間内の継続的な進捗を阻害したこと

は否めない。 
 

(2) USPNet のアップグレードの未実現 
USPNet のアップグレードについては、本プロジェクトの当初計画には入っていなかっ

た。しかしながら、現在のDFLコースの質の向上の最大のネックになっているのはUSPNet
の回線の遅さである。もしプロジェクト期間中に USPNet のアップグレードが実現してい

たならば、ICT を活用した DFL コースは学習効果が飛躍的に高まり、プロジェクト目標の

達成はさらに大きなものになったと予想される。運営指導調査による協議によって、短期

専門家を派遣しアップグレードに向けての計画策定、機材供与などが行われており、JICA
側の対応は適切であった。しかし、こうした JICA 側の活動を受け、USP 側がもっと積極

的に対応していたら、また、迅速とは言いがたいそのような USP 側の対応を踏まえ、もう

一歩日本側が IP 化なりアップグレードに向けた対応について USP に働きかけていたなら

ば、プロジェクト期間中に USPNet の通信速度の改善が行われた可能性は高い。以上の観

点から、USPNet のアップグレードの未実現は、阻害要因の一つとして挙げることができ

よう。 
 

４－３ 南太平洋地域へのプロジェクトの貢献 
 

本プロジェクトの最大の貢献は、遠隔教育と情報通信技術（ICT）強化に軸足を置いて、

広く人材育成の技術協力を行った点である。資源に恵まれない南太平洋地域における唯一

の資源である人的資源を如何に開発するかは、20 世紀後半におけるこの地域の独立におけ

る最大の課題であった。広大な海洋と多言語多民族の人々が存在していた中で、南太平洋

諸国共通の課題として、経済社会開発を進める中で、より質の高い教育をどう実現するか

が問われていた。1968 年の USP 設立以来、長い歴史を通して、遠隔教育をいかに実現す

るか常に問われていたわけで、それは時間と空間をいかにゼロ化するかという困難と闘っ

てきた歴史でもあった。12 の国と地域から構成されている USP の高等教育が、頭脳流出の

懸念があっても、この地域の発展を願う人々による人材の確保にとっていかに必要である

かは、この地域の国々の独立以降の人口の流動性を見れば明らかである。 
この地域の政府や人々のニーズが、人材開発という時間と手間ひまのかかる事業に国際

協力の枠組みを利用することであったことは、その先見性に驚かされる。教育は、人から

人への、情報や、知識や技術の共有化や相互の移転と見るならば、広い意味でのコミュニ

ケーションプロセスである。教育の充実におけるニーズは、基本的なコミュニケーション

を実現する手段を確立することの重要性にあり、ヒューマンネットワークを構築するため

の手段として、南太平洋地域、特に USP のような国際的大学で遠隔教育を主たる機能とす
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る場合には ICT は不可欠である。 
こうした地理的、歴史的また経済社会的な背景の中で ICT を軸とした技術協力は、日本

の優れた技術協力分野であると共にニーズ、シーズ両面からも大きな貢献が期待されてい

る分野である。「デジタル･デバイドからデジタル･オポチュニテイへ」といわれるように、

南太平洋地域における課題へのソリューションに ICT の利活用が如何に必要とされている

かについては多くを語る必要はない。コミュニケーション手段は、社会的インフラという

よりも、この地域においては BHN（人間にとって不可欠なもの）であるといって過言でな

いからである。 
このプロジェクトは、人材開発における ICT、特に途上国における人材資源の開発に重

要な遠隔教育への適用とその強化であり、時間と手間ひまがかかる技術協力であるが、こ

の 3 年余の期間でこの地域への貢献は、実績でも明らかなように、多くの良い影響をもた

らしている。ICT は、人間活動のあらゆる面における基本的技術として、サービスとして、

あるいは応用として利活用されるが故に、その貢献は、プロジェクトの直接的な貢献に止

まらず間接的な貢献が見られる。 
この地域の広大さは、ICT の活用によりその裨益効果が絶大であり、人間のネットワー

クとあいまって、12 の国と地域またそれを越えてアジア太平洋さらには、グローバルなも

のになっている。このプロジェクトの貢献は、同様な課題を抱える他の地域や国々にも、

必ずや良いソリューションへの糸口を提供できるものである。 
インターネット、イントラネットの発展に伴いデジタルデータの通信量は飛躍的に伸び

ており、大洋州地域のネットワークインフラの整備は急務である。そのため、USPNet（衛

星通信を利用したネットワークシステム）のアップグレードを含む遠隔教育・ICT 技術強

化にかかる継続的な支援の仕組みが必要とされている。このプロジェクトでも明らかにな

った通信容量の限界がもたらす問題は、致命的になる可能性を持つことから、今後の協力

の中で、その解決策を継続的に探り実現の方策を考える必要がある。実現の可能性の高い

「日本・太平洋 ICT センター」構想の早期実現とそれに伴う実質的な内容への技術協力な

どが今後の課題である。 
 

４－４ 南太平洋大学における今後のプロジェクト成果の活用 
 

今後、日本政府の無償資金協力により建設が予定されている「日本・太平洋 ICT センタ

ー」に CS や ITS などのための施設・機材が計画されており、プロジェクトの成果はこの

センターで十分活用されることが期待される。本無償資金協力案件形成段階で CS の教育カ

リキュラムを開発する過程で CS の教員が多数参加し、彼らのオーナーシップが醸成されつ

つある。また、この無償資金協力案件に伴い、USP で検討されている新たな技術協力プロ

ジェクト案件にも、現技術協力プロジェクトで得られた成果は大きく貢献するものと思わ

れる。 
 

４－５ 結論 
 

これまで考察してきたとおり、本プロジェクトは、成果とプロジェクト目標を概ね達成
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していると結論づけることができる。さらに、一部の上位目標もすでに達成されているも

のがある。その他の上位目標においても、USP が今後も継続して、本プロジェクトによっ

て構築されたメカニズムや移転された技術と機材を有効に活用し続けるならば、数年後に

は達成することが予想される。 
評価 5 項目による評価結果をまとめると、南太平洋地域のニーズに対応し、我が国及び

JICA の援助方針にも合致している。加えて、拠点とした USP の当該地域での重要性、技

術的レベルを見ても、妥当性は高いといえる。さらに、本プロジェクトのプロジェクト目

標の達成度、3 つの成果の達成度も高く、またそれぞれの成果が相乗効果を上げながらプロ

ジェクト目標の達成に大きく貢献していることから、有効性は高いと総括できる。効率性

も比較的高いものといえるが、USPNet のアップグレードの未実現、長期専門家の空白期

間、カウンターパートの不足が課題となった。一方、本プロジェクトは期待されていなか

った正のインパクトをフィジー国内のみならず広く南太平洋地域に発現しており、今後

USP の影響はさらに大きくなることが期待される。自立発展性についても、運営・財政・

技術のキャパシティの側面と、ドナー支援の側面から、問題がない。 
したがって、合同評価チームは本プロジェクトが初期の予定どおり 2005 年 6 月 30 日を

もって終了することが適切であると判断した。 
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第５章 提言と教訓 
 
５－１ 提言 
 
 結論にも記載したとおり、5 項目評価の結果は高いものであるが、効率性における課題を

踏まえ、終了時までにさらに成果を上げ、プロジェクト目標及び上位目標をより高いレベ

ルで達成するために、また、プロジェクトの実施結果をプロジェクト終了後に USP におい

て有効活用できるように、以下のとおり提言を行った。 
 
５－１－１ プロジェクト終了までの提言 
本提言は、日本側・フィジー側の双方の合意のもとで、プロジェクト終了時までに、日

本側とフィジー側の責任によって必ず実行されるべき項目として取りまとめられたもので

ある。 
 

(1) CS 教員の教育 
計画されていた若手 CS 教員のさらなる教育機会の提供の実現のために、MaCS 学科の若

手教員（講師）１名を長期研修員として電気通信大学の修士課程に派遣する。さらに今後

の継続した教員開発のために同大学との協力を強化するための計画を作成する。 
 

(2) 電気通信大学との共同教育の開発 
衛星回線やアーネット等を利用し、電気通信大学との間で教育における継続的な協力が

可能となるよう、インフラを整備するとともに、必要な体制整備を行う。 
 

(3) DFL の教材開発 
現在開発中の 2 つの DFL コース（CS224、CS332）を、現在のセメスター中（本プロジ

ェクト終了時）に完了する。また、これまでの e-ラーニングコース（CS221、CS222、CS224、
CS332）開発の経験を踏まえ、e-ラーニングコース開発手順の文書化を完成させることが重

要である。また、これらの開発手順を USP 内と地域社会において共有できるようにする。 
 

(4) IT 調査研究能力の強化 
社会経済発展のための ICT 分野の調査研究に関する、教員のさらなる能力強化が必要で

ある。そのために、これらのスタッフを対象としたプロポーザルライティング、研究手法、

報告書ライティングに関するワークショップとセミナーを開催する必要がある。JICA はこ

れを支援するために、同分野に詳しい短期専門家を派遣する。 
 

(5) DFL の学習環境の向上 
バヌアツ校、ランバサセンター、ラオトカセンター等における観察によって、DFL の学

生の学習環境（例えば、ビデオ放送の音声、チューター数、答案返却期間等）については

改善の余地があることが確認された。したがって、今後 USP としても現地の学生の学習環



49 

境をよくモニタリングし、その改善に着手することが必要である。 
 

(6) MDB の制度化 
MDB を USP 内で有効活用できるよう制度化が必要である。そこで、MDB 利用のため

のガイドライン作成、コンテンツに関する標準の設定、また、制度化を実現するためのア

クションプランの作成を支援するために、JICA は短期専門家を派遣する。 
 

(7) MDB へのアクセス確保 
DFL において、USP 内の教材開発に携わる幅広い関係者が、MDB に登録された 2000

以上の教材等にアクセスできるよう措置する。 
 

(8) DFL コース開発管理システム 
DFL のコース開発手順及びコース管理システムを整備し、これらを USP 内のすべての

DFL 開発関係部署（学部、バヌアツ、サモア校等）とその内容を共有化できるよう普及さ

せる。 
 

５－１－２ プロジェクト終了後に関する提言 
本提言は、日本側・フィジー側の双方の合意のもとで、プロジェクト終了後、USP の責

任によって必ず実行されるべき項目として取りまとめられたものである。 
 

(1) 機材の活用とメンテナンス 
プロジェクトが供与した機材に関しては、USP の責任において有効に活用し、適切にメ

ンテナンスされるべきである。 
 

(2) USPNet の早急なアップグレード 
USPNet のアップグレードは、USP 側の努力によって早急に実施されるべきである。ま

た12の加盟国の ICT能力向上のためにUSPNetをさらに活用していく努力が求められる。 
 

(3) IT 調査研究グラント制度の確立 
コース開発や、授業の質の向上、国際学術誌への投稿等に IT 調査研究結果を活用できる

よう、また、南太平洋域内において、社会経済発展に向けた ICT 活用の有効性がよく認識

されるよう、IT 調査研究グラント制度を確立すべきである。 
 

(4) IT 産業や地域社会との連携 
南太平洋地域全体における社会開発に貢献するために、研究開発分野において、域内の

IT 産業や地域社会と連携することが求められる。 
 

(5) 本プロジェクト成果を日本・太平洋 ICT センターで最大限活用 
日本の無償資金協力による「日本・太平洋 ICT センター」の建設が計画されている。ICT

を最大限に活用したさらなる教育の質の向上のために、USP としては本プロジェクトの成
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果を最大限に同センターの計画・運営に活用していくことが求められる。加えて、「日本・

太平洋 ICT センター」開設に向けて、CS カリキュラムのさらなる充実も求められる。 
 

５－２ 教訓 
 

USP 側の強いオーナーシップ、日本人長期専門家の調整力、国内支援委員会のバックア

ップ、USP 加盟国の支援が効果発現に貢献した大きな要因であること、また、USPNet の
アップグレードの未実現が問題点および問題を惹起した主な要因であることを踏まえ、本

プロジェクトからは、類似案件及び将来の同分野の案件に関する以下の教訓を導き出した。 
 

(1) 強いオーナーシップの醸成 
本プロジェクトにおいては、とくに USP の首脳陣及び主要カウンターパートの強いオー

ナーシップが成功の大きな促進要因であったことは特筆に値する。また職員が意欲的に日

本人長期専門家と協力したことも、プロジェクトの推進力となった。この経験から、どの

ようなプロジェクトにおいても、プロジェクト実施機関のオーナーシップの醸成に最大限

留意することが最も重要であることが示唆される。 
 

(2) USP と日本の大学等社会的リソースとの信頼関係 
USP と電気通信大学の親密で長期にわたる関係がプロジェクトの円滑な進捗に大きく貢

献している。例えば、両校間で衛星通信を活用した遠隔授業の実現を可能にしたのは、こ

の良好な関係があったからであるといえる。このように、実施機関と日本の大学の ODA を

超えた協力関係の構築は ODA の成果を増強させる。このような日本の大学等の社会的リソ

ースが、国際協力分野で息の長い交流を積極的に実施していくことはプロジェクトの遂行

と発展において重要である。 
 

(3) 短期専門家の適時の投入 
プロジェクトにおいては、南太平洋地域における技術的なニーズを的確に把握しており、

その要請を踏まえ、日本側から適時・適切な短期専門家の派遣が行われたことが、プロジ

ェクトの効率性の向上に貢献している。特に、ネットワークセキュリティや LINUX に関す

る適切な短期専門家の投入は、USP から高い評価を得ている。 
 

(4) 域内における政府の支援と IT 産業界の参画 
本プロジェクトにおいては、USP 加盟国政府による安定した支援を得られたことが、プ

ロジェクトのスムーズな運営を可能にした。このようなバックアップ体制がプロジェクト

の成功を左右する重要な鍵となる。また、本プロジェクトでは IT R&T コンポーネントの

活動の後半において、ICT 業界の参画を得ることができた。しかし、これはプロジェクト

の計画段階から組み込まれていなかった。また現在においてもプロジェクト関係者の一部

に強い問題意識があるだけであり、プロジェクト関係者全体で共有されていない。ICT 分

野のプロジェクトにおいては産業界の積極的な参加が協力効果を高めることは明確である

ことから、この分野における協力では、計画の段階から産業界を巻き込んで実施すること
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が、将来の類似案件には求められる。 
 
(5) 日本国内におけるバックアップ体制 
本プロジェクトでは、電気通信大学や独立行政法人メディア教育開発センター（NIME）、

琉球大学、独立行政法人情報通信研究機構（NICT）、総務省等により構成された、国内支

援委員会が強力なバックアップ体制を敷き、技術協力の方向性を打ち出し、専門家投入の

選定・供給に大きく貢献した。このように先進的な知識と人材ストックを有する国内の専

門機関による組織的なバックアップ体制の確保が、プロジェクトの成否を左右する大きな

促進要因となる。したがって、今後プロジェクトを形成する際には、このような日本国内

のバックアップ体制の強化も念頭に置く必要がある。 
 

(6) ICT 分野における計画の柔軟性 
ICT 分野は非常に技術革新のスピードが早く、計画時点において 2～3 年先までの詳細な

技術移転計画を立てることは非常に難しく、またたとえ立てたとしても時代にそぐわない

ものになる可能性が高い。本プロジェクトにおいては、計画段階において明確に長期計画

が出せず走りながら計画を立てていく形となったが、結果的にこのやり方が、裨益者側と

一緒にニーズを探り、それに適した技術を適した形で提供することとなった。 
とくに専門家派遣に関しては、長期専門家の数を最小限にとどめ、代わりに適時・適切

な短期専門家の派遣でカバーした。この結果、最先端の分野であるネットワークセキュリ

ティや Linux 分野の短期専門家を投入し、大きなインパクトを得ると同時に、USP 側のプ

ロジェクトへの求心力を高める結果ともなった。 
ICT 分野においては、本プロジェクトのように、プロジェクトの進捗や裨益機関側のニ

ーズの変化にあわせて柔軟に計画を修正し、適時・適切な投入を積み重ねていくことが効

率的である。そのためには、JICA としてはプロジェクトを緊密にモニタリングし、進捗と

ニーズの変化に常に注視し、必要に応じて迅速にアクションを起こすことが求められる。

そのために、プロジェクトのハンドリングを JICA 本部から JICA 現地事務所に予算・権限・

人員を含めて移譲することを検討する価値は十分に高い。 
 

 (7) PDM の有効活用 
本プロジェクトは、二国間協力としての裨益国はフィジーでありながら、実施機関であ

る USP は 12 の加盟国にまたがる国際機関であるという複雑さに加え、関係する部署も

MaCS 学科、DFL、CELT、メディアセンター、ITS、図書館、バヌアツ校、ラオトカセン

ター、ランバサセンター等、多岐にわたり、非常に複雑である。このような複雑で多岐に

わたる実施機関の場合、プロジェクトを共有しコミュニケーションを強化するツールとし

て積極的に PDM を活用することが必要である。関係部署、ステークホルダーが PDM を通

じてプロジェクトに対する認識を一つにし、一丸となってプロジェクトを管理、モニター

し、改善策を協議し、フィードバックしていくことによって、プロジェクトの効果がさら

に増幅することが期待される。 
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第６章 プロジェクト終了時までの活動 
 
プロジェクト終了時までの活動として、フィジー側との間で確認した事項は、以下のと

おりである。 
 

６－１ CS コンポーネント 
 

(1) MaCS 学科の若手教員（講師）１名を電気通信大学の修士課程に派遣する。 
(2) 引き続き、CS コースの一つとして、電気通信大学との間で衛星通信回線またはインタ

ーネットを利用した遠隔講義を実施する。 
 
６－２ DFL コンポーネント 

 
(1) 現在開発中の 2 つの DFL コース（CS224、CS332）を、現在のセメスター中（本プ

ロジェクト終了時）に完了する。 
(2)  これまでの e-ラーニングコース（CS221、CS222、CS224、CS332）開発の経験を踏

まえ、e-ラーニングコース開発手順の文書化を完成させる。 
(3) MDB 利用のためのガイドライン作成、コンテンツに関する標準の設定、また、制度

化を実現するためのアクションプランの作成を支援するため、短期専門家を派遣する。 
 
６－３ IT R&T コンポーネント 

 
(1) 社会経済発展のための ICT分野の調査研究に関する、教員のさらなる能力強化のため、

これらのスタッフを対象としたプロポーザルライティング、研究手法、報告書ライティ

ングに関するワークショップとセミナーを開催する。 
(2) 上記(1)の活動を支援するために、同分野に詳しい短期専門家を派遣する。 
(3) 引き続き、調査研究結果の幅広い公開、活用を実施していく。 
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第７章 調査団所感 
 

本プロジェクトは全般的に当初の目的を達成し、本年 6 月末をもって終了することとなる

が、本プロジェクトに係る今後の懸案事項等について感じた点を以下に列記する。 
 

(1) 技術協力の必要性 

・ 日本・太平洋 ICT センターの完成 (2008 年 2 月予定)を前提とした ICT 分野の教職

員の人材育成を目標とした技術協力のニーズが大きい。すでに USP 首脳部より日本に

対し技術協力を要請する意向が表明されている。 
・ 無償資金協力基本設計調査の内容から電気、電子、通信、情報分野を中心とした工

学部強化を目標とした技術協力のニーズが大きいと思われる。 
・ これらは日本の比較的得意とする分野で、専門家のリクルートや研修が容易に行わ

れる可能性が高い。 
・ 在外事務所所管案件として実施できる可能性を持っている。 
 

(2) USPNet のアップグレード 

・ 学生の急増により早急にアップグレードが求められていることが学生たちの勉学ぶ

りから確かめられた。 
・ 現在、12 ヵ国の間の衛星回線は固定の帯域幅で接続されているが、現方式を IP 化

し TDMA 化することにより通信需要に応じ衛星トランスポンダーの帯域幅を最大限

活用できる方式へのアップグレードが求められている。 
・ 無償資金協力により計画中の日本・太平洋 ICT センターの機能を最大限発揮させる

ためにもアップグレードは必須である。 
・ すでに現プロジェクトで USPNet アップグレードにかかわる調査の支援を行ったが、

その内容についてさらに精査する必要がある。 
・ USP は基本的にアップグレードのための財政支援をドナーに求めることになる可能

性が大きいため日本側としての適切な対応方針を至急固める必要がある。 
 

 
 



 



付 属 資 料 

 
 
 
1. ミニッツ及びジョイントエバリュエーションレポート 

2. プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）日本語版 

3. 評価グリッド 

4. カウンターパートに対する質問票 

5. カウンターパートに対する質問票集計結果 

6. 学生に対する質問票 

7. 学生に対する質問票集計結果 

8. IT 調査研究・研修実績 

9. 南太平洋大学組織図 
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